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一競争時代における大学運営そして教育・研究について－」
文部科学省高等教育局 高等教育政策室
室長 小 山 竜 司 氏
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場所 川崎医療福祉大学 １０階大会議室
小山先生：どうも皆様，こんにちは．御紹介をいた
だきました小山でございます． 本日はお招きいただ
きまして，大変光栄でございます．また，職員の皆
様方，あるいは大学院生の皆様方に，川崎医療福祉
学会という形で，色々な研錯を積まれていると じ・
から敬意を表したいと存じます． また本日はこちら
にお邪魔致しまして，先ほどまで，ひとあたり学内，
あるいは病院を拝見させていただきました．見学さ
せていただきまして，私ごときが印象を申し上げる
のは甚だ借越なのですが，学生の皆様方も病院にお
越しの患者の皆様方，お見舞いの皆様もなんとなく
で恐縮ですが，非常に表情が明るくていらっしゃっ
て，大変嬉しく思いました．お話を伺うにつけ，例
えば学生さんも上履きに履き替えてらっしゃるとこ
ろ等，創設者の川崎先生の御意志や心配りが随所に
生きているのかなあとも思いましたし， 教職員の皆
様方のご努力の故なのかなあと思って， 大変嬉しく
拝見させていただいて，また，大変勉強になりまし
た．この場を借りて厚く御礼申し上げます．また，
川崎理事長先生，岡田学長先生をはじめ，あるいは
当学園としても， 医科大学，短期大学をはじめ日頃
から大変お世話になっておりますので， 改めてこの
機会に御礼を申し上げておきたいと存じます．
それで今しがた，大田先生から過分にもご紹介を
賜りましたけれど，私もこの中央教育審議会の事務
方の担当者ということで， 今年１月まで「我が国の
高等教育の将来像」－（答申）が取りまとめられる作
業に携わらせていただきました．本日機会を与えて
いただきましたので，その内容のご紹介を中心とし
ながら，多少，その背景事情も含めて，日頃考えて
６９０
おりますことをご紹介させていただければと存じま
す．レジュメとして色々手元にある資料を重ねまし
たので，２０枚ばかりになって恐縮ですが，資料をご
準備いただきました．この答申の中身の概略版は，
１２ページからになります． 後程ここをご紹介したい
と思います．そこまでが，いわば前段として高等教
育に関する全般的なお話になります．また，最後の
ほうでは１９，２０ページあたりに，経営困難な学校法
人の対応云々とか，少し刺激めいたことや，あるい
は一番最後の２０ページは大学の教員組織の在り方と
いうものもございます．これらはちょうど今， 学校
教育法の改正案が国会で審議中でございまして，衆
議院を通って参議院にかかっているところという途
中段階のものですが，せっかくの機会ですのでその
ご紹介をさせていただければと思っております．
　
頂戴いたしましたタイトルが「これからの大学の
在り方－競争時代における大学運営そして教育・研
究について－」ということでございます．ですから
本日は医療福祉大学中心に当学園の皆様方のお仕事
に関連する，あるいは， 医科系， 医療系にとどまら
ず，周辺も含めた関連事情をご紹介させていただい
て，ご参考にしていただければという趣旨でござい
ます．
早速１ページから入っていただきます．大学改革
と言われだした昭和の末頃からが，今の「波」でご
ざいます．明治期の， 学制発布の頃からの教育制度
の樹立といった教育改革．それから第二次大戦後の
６．３．３・４制の導入に代表される教育改革．そ
れに続く第三の改革と言われたりしております流
れに， 臨時教育審議会（臨教審）というのがござい
ました．この臨教審は， 総理大臣直轄の諮問機関で
す．これは当時の中曽根総理が戦後政治の総決算と
して「行財政改革」，「税制改革」，「教育改革」の三
大改革を掲げ，そのうちの「教育改革」を柱として，
トップダウン型の改革が強力に進められたものでし
た．このことは，大学改革あるいは教育改革を文部
省に任せず，大臣自らやるという意欲表明として捉
えられ，当時文部省不要論が取り沙汰されたりした
ようですが，結論的には政府全体の動きですから，
文部省としても役所をあげて協力をし， 臨教審事務
局にも参画をし，せめてもそれまでの知見を使って
いただくというような形で，作業に加わった結果，
３年間足かけ４年間で，４次，４回にわたる大きな
答申が出されました．ここには書いてございません
けれど，よく臨教審三原則といわれておりますのが，
一つは「生涯学習体系への移行」です．「Ｌｉｆｅｌｏｎｇ
ｌｅａｒｎｉｎｇ」「Ｌｉｆｅｌｏｎｇｅｄｕｃａｔｉｏｎ」ということが言わ
れ始めたのがここでございます．当時１９６０年代の後
半からユネスコでもチラホラそういう提唱があった
だけの段階でしたので，国の教育戦略として生涯学
習というのを正面から掲げたというのは，先進諸国
の中でも先駆けた動きだったんだろうと思います．
それから二番目が「個性重視」の原則．最近では
個性個性と言いすぎでやりすぎだと，もうちょっと
集団とか公とか，公共心とか，そういった感覚が大
事だという議論が出るようになっておりますが，当
時，文部省の画一的教育と言われた中で個性重視と
審議会が大きく打ち出したのはかなり新鮮な響きが
あったやに聞きます．
それから三番目が「変化への対応」．変化にも色々
あるでしょうが，答申でも具体的にあがっていたの
は，例えば情報化， 国際化などです．社会のさまざ
まな変化に積極的に対応していく・対応できる教育
システムでなければならないというようなあたりが
三原則と言われておりました．
それを元に生涯学習だとかあるいは小学校教育か
らこう変えるとか，社会人教育をどうするとか，色々
提言があったわけですが， 大学についても入試の問
題，あ．るいは大学の管理運営の問題はじめ，色々な
議論がなされたようでした．ところが， 大学の問題
はかなり専門的にもわたるので，さらに議論を深め
る必要がある．ついては，文部大臣の諮問機関とし
て，常設の大学審議会を置いて，そこで専門的にさ
らに議論して逐次実施に移すべきだというふうな臨
教審のまとめが出た．つまり，それをもって文部省
がやっと臨教審路線に則って一生懸命教育改革，大
学改革を進めるということで，ようやく命脈をつな
ぐことができたという位置付けなのだろうと思いま
す． 当時，Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙｃｏｕｎｃｉ１という言葉で，臨教審
答申に出ていましたが，制度化されて大学審議会が
おかれました．この審議会， 政府の中でもかなり特
殊です．一つには委員の人事が内閣の承認が必要で
あったということ．つまり，文部大臣単独の判断で
好きな委員を任命してはいけなかったということ．
それから，これは運用として逐次答申， 逐次実施方
式とでも申しましょうか．役所の審議会は大臣から
の具体的な審議事項に関する諮問を受けて，それに
対してレポートを作って「これが答申でございます」
と制度化の提言をするのが通例のパターンですが，
大学審議会は，文部省のリードが強すぎてはいけな
い， 大学人，あるいは各界の有識者が自発的に必要
と思われる事項にどんどん切り込んで，自由閣達に
提言をまとめるべきだから，いちいち文部大臣の具
体的な諮問を待たずとも良いということで，「大学
等における教育研究の高度化，個性化及び活性化等
のための具体的方策について」という包括的な諮問
６９１
を最初に出した後はどんどん答申を出してもらうと
いう方式を取りました．この大学審議会が昭和６２年
から省庁再編の平成１３年まで続きまして，足かけ１４
年間で答申が２８本出ました．それが入試から，大学
院の拡充，設置基準の弾力化等１ペ」ジの下のほう
に数多書いてあるもろもろのテーマです．半年に－
本というのは政府の審議会としてもかなり異例のノ、
イペースだったと言ってよろしいかと思います． こ
の大学審議会の改革の動き， それを受けたさまざま
な制度改変が今次の大学改革と言われる動きでござ
います．
省庁再編後は，中央教育審議会という初等中等教
育から社会教育，スポーツと全部入れた大きな中央
教育審議会の中の一つの分科会として衣替えして現
在に至っています．以上が中央教育審議会（大学分
科会）に至るまでの沿革です．
　
この大学審議会の頃議論されていた３本のテーマ
が，１ページの真ん中あたりの「教育研究の高度化」
「高等教育の個性化」「組織運営の活性化」と四角で
囲っている標語でございました． 中でも真ん中「高
等教育の個性化」の下のダイヤモンドに，「大学設
置基準等改正によるカリキュラム編成の弾力化」と
書いてございますが，これが皆様方お聞き及びかも
しれませんが，設置基準の弾力化，大綱化という平
成３年（１９９１年）の大改変でございました．これを
もって一般教育科目で何単位，専門科目で何単位と
細かく決まっていたのを，とにかく卒業時まで，４
年間で１２４単位，後の中身は大学ごとにお任せしま
すと，科目構成は自由でございますという風に方針
を抜本的に変えた．また，併せて学位制度も文学博
士とか工学博士とか学位の種類を学位規則という省
令で決めていたのを止め，多様な新しい分野を役所
が省令で規定するというのは不可能であろうから大
学にお任せする，したがって， 表記についても「学
士（０００）」と，分野は括弧の中に入れてしまい，
括弧の中の書き方は大学のご判断で自由でございま
すという風に切り替えたのも，平成３年でございま
した．非常に大きな節目になってございます． 今日
に至るまでの問題の源泉でもあるわけでして， 一番
言われますのが，教養課程， 教養部というのがたく
さんあった国立大学で顕著でしたが，この平成３年
の弾力化以降，総合人間科学部とか，文化情報学部
とか新しいタイプの学部の定員の財源としてどんど
ん教養部が解体されていったという動きが生じまし
た．大学のカリキュラム改革に資することだったの
か，教養教育の解体に拍車をかけてしまったのか，
評価は分かれるところだと思います，いずれにしま
しても，そういう今日に至る改変の大きな節目が
平成３年（１９９１年）でございました．その他もろも
ろ， 自己点検評価や飛び入学制度， 大学院の量的な
拡大，あるいは，最近まででは，専門職大学院も作
りましょうとか色々言われるようになってきたとい
うことでございます．
次に，２ページ目おめくりいただきますと，戦後
の流れを大雑把に見ていただくと， 年譜的にこんな
風になるということでございます． 第二の波として
の戦後の教育改革である６・３・３・４制の導入以
後，私立学校法も定まりました．ここには書いてあ
りませんが，私立大学というのは旧制制度でいうと
専門学校としての位置付けが長く続いておって，制
度上，大学としての位置付けが与えられて何々大学
と名乗れるようになったのは大正７年の大学令の制
定を待って初めてでございました． 明治の学制発布
以来，帝国大学の整備中心に来ていたところ，その
後いろんな私学が出てきて専門学校として創設した．
それが量として拡大し，水準も上がってきた．しか
し，これらの位置付けの問題が大正期に大学令の制
定でやっと解決し，戦前の教育制度がおおむね複線
型のものとして完成していたところ， 第二次大戦を
はさんで６・３・３・４制の導入で戦後一本化され
た．これが進学率のアップには大変大きく貢献をし
たというのは議論が一致しているところです．いわ
ば民主的な教育制度ということです．ところがこれ
も問題点をすでに内包してまして，昭和３０年代から
４０年代にかけての急速な進学率のアップ，一方で，
教育研究水準の低下が問題となり， それが評価する
向きによっては，学園紛争の大きな遠因となったの
だという評価もあるわけでございます．その頃昭和
４８年のあたりに教育組織と研究組織の分離という管
理運営面に特色を持つ， 国立では筑波大学等の，新
構想大学を創設しました．教員は学系という研究組
織に所属して学生さんのいる学群という教育組織に
出て来て教育をしましょうとか，従来の専門学部制
とは違う管理運営方式が導入された筑波大学でした
けれども，そういった動きがあったりした．一方で，
私立大学についてみますれば，昭和４０年代の後半か
ら経常費の補助が始まりました．それは， 戦後の量
的な拡大を我が国では私学が主として担って吸収し
てきたということに鑑みて，一方で，昭和４０年代で
かなり水準が疑問視されるに至ったということを踏
まえて，国策として補助金を出し始めたのが昭和４０
年代後半でございました．それを法定の制度にした
のが昭和５０年に書いてございます「私立学校振興助
成法制定」です．ここで法律に裏打ちされた補助制
度となった．その頃専門学校制度もできたりしまし
て，今日に至る有力なライバルの出現といったよう
６９２
なところですが，あるいは， 年譜の右の方にある高
等教育計画というのが策定され始めました．つまり
平たく申し上げれば，補助金も出すんだから総量も
コントロールしないと青天井で国費を出すわけには
いかないというような形で設置認可の受給コント
ロール機能が， 明確に定められたのが高等教育計画
でございます．計画的に文部省が設置認可を行う．
つまり，この分野は絞るとか，この分野は伸ばすと
か，そういうことを決めておったわけです．そして
認可された大学には補助金がいくというシステムが
昭和５０年代に入って確立した．その後，入試問題と
かで共通一次試験が導入されたりしました．
長くなりますのでひとあたり先を急ぎまして，３
ページ． ここはさらっと見ていただければよるしい
かと思います． 昨今，省庁再編後に縦割りをなるべ
く廃するというふれ込みで， 文部科学省，旧文部省
以外でも大学がらみについて提言を出したり，お金
を出したりするところが，金を出すが口も出すとい
うか， 金は出さないけど口は出すというか，いろん
なプレーヤーが政府の中で増えてまいりました．そ
れを簡単に整理したものでございます．小泉内閣の
目玉の経済財政諮問会議というのが，骨太の方針第
５弾というのも政府で策定作業が進んで間もなく決
まると思いますが，あるいは総合科学技術会議が大
学だけでなく， 国立の試験研究機関も含めて国費の
配分を決める．総合科学技術会議が国費投入に値す
るか国民の目線で各省の役割を評定付ける，すなわ
ち「Ｓ」「Ａ」「Ｂ」「Ｃ」四段階のランク付けをするの
だから，文部科学省はじめ， 各省は戦々恐々でござ
います．これで「Ｂ」とか「Ｃ」とか付けられた日に
は，その予算は削減とかになってしまうものですか
ら，大変でございます． 去年，小柴先生がノーベル
賞をとった「カミオカンデ（ＫＡＭ１ＯＫＡＮＤＥ）」の
プロジェクトの評価が悪くて，小柴先生が怒りの会
見をされて，後から総合科学技術会議の評価を変え
てもらったというのは大きく報道されていました．
それだけの国際的な堂々たる研究成果ですから，大
いに評価してもらいたいと文部科学省も思っていた
のですが，力足らず説明が下手でしたのか当初はそ
ういう低い評価になったりしました．逆に言うと，
その辺の過程が全部報道されてガラス張りになっ
ているのはよろしいことかもしれません．文部科学
省はじめ各省にとっては戦々恐々ですが，世の中的
には良いことかもしれないなあという気もします．
そういった「Ｓ」「Ａ」「Ｂ」「Ｃ」付けが，夏から秋に
かけてありますので，私どももまた戦々恐々でござ
います．あるいは，規制改革三カ年計画というのが
年々定められておりまして，これは例えば設置認可
の弾力化に響いてまいります．すぐ後でもご紹介し
ますが，設置認可弾力化してですね， 今では学部レ
ベルの創設改変であっても届け出で済むと， 文部科
学省の認可を受けずに済むというのがだいぶ増えて
います．その辺はこの規制改革の提言を受けた制度
改変なわけです．あるいは，最近は民間解放につい
ても入ってきたりしていますから， 株式会社立大学
の導入も３大学に特区で現に活動を始めてもらって
います．
　
財務省の財政制度等審議会も大変重要でございま
して，こう申し上げると悪口を申すようですが，当
然お財布を預かるところの審議会ですから， 絞ると
いう議論を一生懸命されるわけです． 昨年でも私学
助成を大幅に削減しようと， 我が国の私学助成は一
人頭で見ると国際的にもかなり高いとか，色々論拠
があります．日本の政府は対ＧＤＰ比でもともと公
財政の規模は小さいのに，高等教育でこんなに出し
ている．だからもう少し絞って効率化してもいいん
じゃないかという議論があるようでございます．し
かしながら先ほど沿革でご紹介したように， 我が国
は東アジア型とでも申すべき，私立大学で高等教育
の量の拡大を達成してきております．その引き換え
に，家計負担が非常に高いというのが特質でもあ
り問題点でもあります． １１ページおめくりいただ
きますと，高等教育に対する公財政支出， 要するに
税金をどのくらい投入しているかというのを国の
ＧＤＰの規模に比較した横並びの表なんですが， 一
目瞭然，日本は英・米・独・仏の半分， 先進国だけ
でというよりも，ＯＢＣＤ加盟３０数カ国の中でも半
分です．ＯＥ１ＣＤ平均が１．０％，日本が０．５％，韓国が
ＯＥＣＤ最下位で０．４％と，四捨五入があるので実は
日本と韓国はどんぐりの背比べでして，油断してい
ると逆転しそうですが，そういう最下位を争ってい
る状況です．とりわけこれは悪いというよりも，私
立学校の割合が高い東アジア型の特質から授業料収
入，すなわち家計負担に依存する割合が当然といい
ますか，やむを得ず高くなっているのでございます．
ヨーロッパ， フランス， ドイツは典型で， 大学の授
業料は国費で賄うものだと，エリート教育だから社
会のためなのだということだったのか，伝統的にた
だです．イギリスも最近までそうでしたが，それを
サッチャーさんが年間１０００ポンドの授業料導入す
るとして大きく問題になりました．２０数万円って感
じでしょうか．それをブレアさんが３倍に値上げす
るということを断行いたしました． 日本の国立の授
業料は５０数万円ですが，３０００ポンド，日本円で６０数
万円はかなり高い．もちろんブレア政権はさまざま
な授業料減免制度を用意していて， 全体の学生の４
６９３
割ぐらいは何らかそういう減免とか返還猶予とか，
免除とかの恩恵を受けているらしいです．とにもか
くにも，サッチャーさんの授業料導入だけでも大変
だったのに，ブレア改革は授業料３倍増と，関係の
法案が国会を僅差で通って－時期プレアさんも第２
期は危なかったんじゃないかという噂もあったくら
いだそうでございます．ところが，財政支出も英国
は増やせといっています． イギリスは今グラフで０．８
％となっていますが，数年前まで０．７％でした． 更
に０．９％ぐらいまで高等教育予算を増やそうとして
数年がかりでインフレ率プラス６％かなんかでかな
り取り組んでいます．それは我が国もぜひ見習いた
いものだと思うぐらい強力な改革でございます．つ
まり，税金投入も増やすけれども，個人負担を求め，
全体のパイを増やす．何をするかというと２０１０年ま
でに３０歳までの青年層の半数が２年以上の短期高等
教育以上を受けられるようにするという，かなり分
かりやすい目標設定をし，そのための財政投入にも
税金として個人にも負担を求めるという改革でござ
います．大いに参考にすべきだと思いますが，例え
ばフランス，ドイツは高等教育に対する公財政支出
は１．０％ですので，我が国も何とか増やさなくてはい
けないのですけれども，３ペ」ジにお戻りいただい
て，それは国の財政を預かる身にしてみれば大変だ
という話で，昨年もかなり問題になりました．結果，
ぎりぎり財務省にもご理解をいただいて，私学助成
は予算金額で若干の増となりましたが，減らずに済
んだという程度です．財政状況逼迫の折から，この
財政制度等審議会の問題意識が当然ころっと変わる
はずもない．もちろん各界の有識者集めて，英知を
集めて議論いただいているわけですから，そういう
議論は今後も続くでしょう．
　
それから総務省の政策評価・独立行政法人評価委
員会も， 国立大学が国立大学法人化いたしておりま
すので，その評価は当然独立行政法人制度全体を所
管する総務省がやるんだといっておりました．これ
も国会でもかなり問題になりました．国立大学が法
人化するときに，自主性・自律性の尊重のための法
人化と申し上げるものですから，「そうか．でも法
人の評価というのはするのだろう」と，「ええいたし
ます．」「文部科学大臣がするのだな」と，「します．
評価委員会を作ってやります」と，「どんな評価を
するんだ」と，「なるべく簡素で大学の自律性に踏
み込まない評価をいたします」と，「そうかそれは
いい，でもなんか聞いていると総務省もやるらしい
じゃないか，規制の強化でとんでもない」とかいう
具合に，総務省の審議官も文教委員会で答弁に立っ
ていただいたりして，かなり問題になりました．要
するに二重に評価がかかって，大学の自律性もあっ
たもんじゃないというような問題意識です．でもそ
こは最終的には両者が連携をとって，文部科学省の
評価は大学の教育研究の自主性を損なわないように
注意しながらやる． 総務省の評価はその評価結果を
使って，大学の自主性・自律性を尊重しながらやる
と，ダブルで勝手なことをやらず調整しながら工夫
しながらであればやってみなさいと国会にも認めて
いただいたという仕組みでございます．
こういう具合ですので，これは文部科学省として
の言い訳めいてきますが，大学改革の中で，私学助
成の削減が課題としてくすぶっております． 一方で，
国立大学には法人化しろとか運営費交付金を削りま
すとか，最近弾力化したとはいえ設置認可は相変わ
らず厳しいしと，何だか文部科学省は大学をいじめ
てばかりで， 大学のことをちっとも考えていないと
いう思いをきっと大学の皆様方は持っておられると
思います． 文部科学省はそれなりに大学の皆様に自
律性を持って頑張っていただくために， 自分たちの
意識としては防波堤になっているような気持ちすら
あるわけですし， 内閣府とか財務省とか総務省も全
く悪気はありません．それぞれの行政分野の責任か
ら大学のことを真剣に考えています．しかし，教育
や大学のこと等，私達文部科学省の役人ですら一生
懸命勉強させていただいて，ようよう仕事させてい
ただいているのを，別の分野の役所の皆さんがやる
わけですから，素人的な行政になるのは無理からぬ
ところです．したがって，「Ｓ」「Ａ」「Ｂ」「Ｃ」にし
ても規制改革にしても，勢い，議論がこなれない，
びっくりするような提案が，ぽっと出てきかねない
わけでございます． 現に検討段階では色々出るわけ
でございます．そこで文部科学省が慌ててそれは違
いますとか，こう変えてもらわないと，と説明した
りすると，我々はいきなり抵抗勢力だとかいう話に
なったり，苦しい立場になるわけでございます．既
得権益を守ろうとしているとか，苦しい立場に立た
されつつも，プレーヤーが増えた分そういう議論が
進んでいるという状況です．この機会に頭の隅にで
も置いておいていただきますと助かります．
次に，大学改革ですが， ４ページをおめくりくだ
さい． 具体の最近の動きをトピックとしてまとめた
紙でございます．便宜的に最近の， 現在の取組を４
本の柱にまとめておりますが，法人化をはじめとす
る運営システム改革・と，国立大学が昨年度から一斉
に８９法人として非公務員型法人になりました．これ
は教職員が大挙して，１２万人ぐらいでしょうか，公
務員身分を失い， 身分が移ったということです． 政
府全体では５０数万人，５４万～５５万人でしたか，その
６９４
内のかなり大きな規模が一気に法人化に伴い非公務
員化したわけでございます． 従いまして，国立大学
の法人化は政府の定員管理の都合で押し付けられた
のだろうと，文部科学省はすっかりやられてそのツ
ケを大学に回したのだろうと散々お叱りをいただき
ました．確かに政府として定員管理は大変大事な課
題ですので，結果としてそこにそれだけの規模でし
てますので，そういう動機があったのではないかと
いわれてもやむを得ませんが， 文部科学省なりにそ
の行政改革，行財政改革の観点でなく大学改革を進
める上で，国立大学のより良い在り方はどうかと，必
死にご議論いただいた末に， 法人化に踏み切ったつ
もりでございます．そこは国立大学のこれからの活
躍の度合いによるわけでございますが， 一方で私立
大学の皆さんからここ２，３年頻繁にうかがいます
のは，巨大な競争相手が一気に８９個もできて大変で
すね．その割には運営費交付金で私学助成の何倍も
の金額が行ってるんでしょう， 自律性とは何でしょ
う． イコールフッティングを考えてくださいという
風に言われます．もっともな面があります．ただそ
こは，文部科学省の説明のしぶりの下手さもあった
かもしれませんが，国立大学は決して私立大学と並
ぶ競争者になったとは思えません．つまり， 私立大
学にとっては考えられないような縛りが現にありま
す．それが次のページです．先に国立大学法人の仕
組みを少しだけご紹介します． 左の上に文部科学大
臣と小さく書いてありまして，しかし国立大学法人
に対して，しかし，下向きの矢印の横に中期目標の
提示， 中期計画の認可， 学長の任命と列記してあり
ます．これはすごいですね．およそ私立大学に対し
ては考えられないですね．そんなことをしては私立
大学の良いところは死んでしまいかねない仕組みを，
法人化したとは言え国立の機関である国立大学は厳
に中核のところで守られています．その一方で，運
営費交付金を国が責任を持って交付するという仕
組みになっています．それは単に言葉だけの話です
が，分かりやすく大雑把な金額の規模で申し上げる
と，例えば私学助成金が３０００数百億円．私立大学が
ざっと５００大学と考えてください． 一方，国立大学が
８９法人．これも乱暴ですが，ざっと１００大学．運営
費交付金が１兆２０００数百億円でございます． 減った
とはいえ，法人化前の国立学校特別会計の頃は１兆
５０００億円の大台でした．１兆５０００億円で１００校，つ
まり３０００億円から見ると５倍の金額を５分の１の学
校数で分けていた．非常に大雑把ですけどね，だか
ら５ｘ５で２５対１の比率で国費投入のレベルが違う
ではないかとそれはひどかろうと．先ほども私が申
し上げたように，我が国は東アジア型で，高等教育
の量の拡大を私立大学の興隆で達成していて，今私
立大学は学校数，学生数とも全体で８割近くを我が
国で占めています．これは国際的に例がありません．
ヨーロッパは州も国家ですから，州立も含めて国立
の国ですね．アメリカは有力私学があるけれど，私
立大学は学校数が７割，ところが学生数では州立大
学が逆転して７割を占めているという形です．要す
るに私学セクターに学生数， 学校数とも７割超えて
８割近くという国は国際的に例がないというわけで
す．そういう状況であればこそ，私学教育の公共性
に着目して， 国が私学助成を法定の制度にしている
という説明になる．であるにもかかわらず，２５：１
というのはひどいではないかというのも素朴な説得
力があるわけで，よく考えなくてはならない．そこ
で文部科学省としての説明としては， 国立大学にお
いては中期目標・中期計画の縛りがあり， 学長任命
があり， 国策を実現する役目がございます．あるい
は， 全国的な地域配置にも配慮して，各県それぞれ
置いてございます，などとご説明するわけです．今
年一月の「我が国の高等教育の将来像」（答申）のこ
とを少し先に申しますと，そこが一つの大きなテー
マでした． 国公私の意義役割をどう整理するのか．
かなり流動化，相対化しているのに， 国立だからこ
んなに税金がいき，私立だから少ししかいかない，
というのは不合理ではないかという議論がかなり有
力にありました．イコールフッティングという言葉
こそ使われていませんけれども， 公正な競争条件の
確保といった表現は数箇所出てくるわけでございま
す．したがって国立と私立の公費助成の格差を是正
するか，いややはり一足飛びにはそうは行かない．
ただ長い目で見ると私学の活躍の度合いに応じても
う少し公費がいってもいいかもしれない．ただそれ
は，後ほど詳しく申し上げたいのですが， 国立への
公費助成を削って私学に付けるという方法ではなか
ろうと，私，あるいは文部科学省は今のところ思っ
ております．逆に言いますと国立はやはりその政策
目的があります．なぜなら医科大学とか医療福祉大
学にお邪魔して申し上げているのですが，医師とか，
目的養成型が私学に比べ相対的に多い． 理工系含め
て装置，設備含めて，金がかかるものが国立は多い．
地方に拠点大学を学習機会の均等ということで整備
しているとか，特色はもちろんあるわけございます．
ただし，それだけの説明でその５倍の金額とか，２５：
１という比率を説明しきれるのか， それはかなり苦
しいかもしれませんし，説明しきれない金額はだん
だん格差の是正を考えていくべきだし，不合理とい
う批判があってしかるべきである，という風な気が
します．その辺は今後の大きな課題というわけでご
６９５
ざいますが，そうはいいつつ， 国立大学法人，色々
な取組を始めてございます．それが次の６ページで
す．この近隣でも，岡山大学あるいは，広島大学，
四国でも香川大学はじめ色々な産学連携はじめ新し
い取組を始めているのではないでしょうか．そうい
う評判が私学側にも伝わりかなり危機意識を持って
いただいているという風にもうかがいます．大学間
が切瑳琢磨していいところをどんどん伸ばしあって
頂くのは大歓迎なわけでございますが，正直申し上
げて，法人化を機にワァーッと進んでおりますこう
した取組をどう根付かせるのか，というのは文部科
学省としても課題なのでございます．例えば，運営
費交付金は年々１％，効率化と称して年々削ってい
くということになっています． 自動的にですね．あ
るいは附属病院の経営は年々改善してしかるべき，
収入が自己努力で上がってしかるべきだという説明
で附属病院収入が年々２％増加するものと見込んで
計算をいたします．つまりただでさえ１％削り， 自
己努力を２％求められるとか， 要するにあの手この
手で運営費交付金はだんだん絞られていくシステム
になっているわけですね．効率化減といったり，病
院の経営改善といったりして，国立大関係者で大き
く話題になり問題視されております．そういう仕組
みなものですから， 大学は自由です，さあやって御
覧なさいと言われても， 大学なんて人件費の塊で自
由度が元々少ない上にやりようがないじゃないかと
おっしゃるかもしれません．この上研究経費を削れ
というのかと，あるいは学生サービスを削れという
のかと，大変なお叱りを頂き始めております．一方
で，産学連携をどっとやって，外部資金をどんどん
導入しましょうという国立の気運は非常に高まって
おります．私も今のポストの前は技術移転推進室長
といって産学連携の担当をさせていただきましたの
で，その方面の先生方のお話を多くうかがいました
けれど，大変な意欲の高まりです．少し前までは産
学連携，あるいは産学協同と呼ばれると，なんかこ
う後ろめたい怪しげな行為であるかのように思われ
て，一生懸命やられる先生は教授会の中でも肩身が
狭いとか，あるいは，私が学生の頃のイメージだと学
内に看板が立って，赤いカギカギッとした文字で産
学協同糾弾とか何とか書いてあったりして， 中には
産軍学共同とか，なんかすごいいけないことなのか
なあと学生である私は思いながら看板の前を通り過
ぎておりました．後にその担当をするようになると
は思っても見ませんでしたが，そういうようなムー
ドがあったのが昨今は様変わりですね．そうしなけ
れば大学は食っていけないかのような勢いで，国立
はやっております．その辺が私学のお立場にもさん
ざん聞こえてきておるかもしれません．
　
ところが大きな課題があるのは， 産業界相手に共
同研究やったり大学で生まれた研究成果を特許にし
て企業にライセンシングして，製品化して，売り上
げの一部を実施料と称して大学にバックしてもらっ
て，それを次の研究に使うという仕組みも，なかな
か急にうまくいくわけではありませんし，ちょっと
やれば簡単に儲かるはずもありません．実社会は厳
しいという当然の話でございまして， 一過性のブー
ムに終わらないかどうか，というのが今の課題でご
ざいます． 要するに大学の先生方， 教職員の皆様方
にしてみれば，文部科学省がそんな意地悪な政策を
とろから自己収入だと思って産学連携やってみたけ
ど， 大変なばっかりで思うほど儲からないじゃない
かと思われるだろうし，企業さんにとってみれば，共
同研究はすっかりアメリカの大学で ＭＩＴとかスタ
ンフォードにばかりお金を貢いできたけれど，国立
大学がやる気出したって言うから， 国内にも少し投
資しようかなとか思ってみたら，結局ろくな研究成
果が出ないじゃないかということで， 双方に失望感
が出かねないのでございます． 産学連携はやはり息
長くですね，大学と産業界が研究テーマの設定とか
問題意識の交換から含めて，日常的に接することが
大事でして，もしかしたらその中からスタンフォー
ド大学の有名な遺伝子組み換え技術の特許の様な事
例が出てくるかもしれない．アメリカは特許期間が
１７年間だったそうですけれども，その１７年間でスタ
ンフォード大学に２億数千万ドルとかいうべらぼう
な金額をもたらした．ゴーエン教授，ボイヤー教授
の共同研究成果だったそうですけれど，スーパー特
許遺伝子組み換え技術ですね．それらは稀な事例で
ございまして，そういうのがいくつか出ればすばら
しいですが，それよりも実社会の動きを意識しなが
ら研究も進めていこうと，実社会のほうも研究成果
を活用するマインドで，どんどん新規分野に挑戦し
ようというお互いのマインドを切り替えていくきっ
かけに産学連携がなればというのが正直なところ
です．金のなる木であるかのような印象が一過性の
ブームに終わらないかどうかというのが心配になっ
てくるぐらいの動きでございます． それやこれが国
立大学の動きです．
国立ばかりの話になってしまって，ご参考までに
と思ってご紹介したのがあんまり長くなると時間が
なくなりますので，４ページにお戻りいただきます
と，そういうことも含んだ運営システム改革が，４
ページの一番上のハコ，公立大学も１６年度以降法人
化しうることになって逐次法人化の動きが出始めて
おります．で，本日大事なのは私立学校法も昨年改
６９６
正されてこの春から施行されてますねということで
す．これは７ページおめくりいただきますと，その
概要を掲げてございます．もう通っておりますけれ
ど，私立学校法の改正について７ページにございま
す．これは要するにきっかけとして国公立が法人化
をし， 自律性を持って産学連携を含めていろんな分
野に進出してくると，教育研究上の工夫，運営の改
善もこれから相次ぐだろうという危機意識の元に私
立側も体制を整えておいてもらわないとまずかろう
という問題意識が背景にございます． 内容は学校法
人の管理の改善，つまり， 理事会についての根拠規
定はしっかり置くとかですね， 理事さん監事さんや
評議会の権限規定をしっかり整備するとかですね，
言ってみれば当たり前ですけれども， その辺の運営
体制をしっかり固めていきましょう．それからかな
りご苦労いただくところだと思いますが，財務情報
の公開について．これもどこの分野でも懐事情を外
に出せとは簡単にはいかないでしょうが，財務諸表
等の書類をきちんと整備し関係者への閲覧を義務付
けるということに４月以降なってございます．これ
は社会全体のアカウンタビリティで， 金額の多寡は
議論ありましょうが，私学助成として公金が投入さ
れていますので，ましてその拡大を狙うのであれば，
私立であっても説明責任を求められるという意味で
ございます．また（３）私立学校審議会の構成，この
辺も都道府県の審議会の構成を弾力的にしていただ
けるように，といったことです．こうした関係規定
を私立学校法として大きく改正をしたというのが昨
年で，この春からの施行により運営システム改革が
これをもって国公私そろったというのが，去年今年
の動きでございます．これからが運営の自律性を生
かした具体的な取組内容で勝負をしていただく段階
だというところでございます．
　
一方で， ４ページにお戻りいただきますと， じゃ
国は何をするんだと，質の保証に勤めますと，そうは
いったって， 設置認可は悪名高き， 審査に時間がか
かって損末な書類をいっぱい作れとか，私も聞いた
話ですが，遠いところの申請者の方が書類のちょっ
とした直しを今日の午後の審議会にかけるんだから，
すぐ直して持ってきてくれとか言われて飛行機で風
呂敷包みでたくさんコピー作って運んできて危うく
間に合ったっていうような話もあったやに聞きます．
身内で言うのもなんですけれど，文部科学省の中で
設置審査の担当者らは日夜，非常に努力させていた
だいております． 毎日真夜中まで書類を整理し，お
客様が引きもきらずお越しになるのを，まあ，中に
はぞんざいな応対を横柄にも不相応にもしてしまう
場合もあったかもしれませんが，そうならないよう
に必死にやっているつもりでございます．ただ，そ
れこそ冒頭のほうで申し上げた，大学設置基準の９１
年の大綱化以降ですね，弾力化されたので，じやあ
こういう風にしたいですという改変が莫大に相次い
でおりましたので，とてもとても処理しきれんのか
と，増員をいたしました．それでもパンクしており
ました．という中でしたので，私ども関係の職員が
精一杯努力させていただいてもなお，ご迷惑をおか
げしている面が多々あったかもしれません．現在で
も工夫を重ねておりまして， 一人っきりで応対して
いるとその職員のキャラクターで当たり外れみたい
になっても申し訳ありませんので， 複数でチームを
組んで応接するようにしましょうとかですね，ちゃ
んとアポイントの時間を決めておって，お待たせす
る時間を少しでも減らしましょうとかですね，相談
のためのスペースをちょっと狭いんですけど仕切り
を置いて少しでも快適にしましょうとか，結構気を
使っておるんです．しかし，本学の病院ほどの改善
は見られませんで，お待たせし，ご迷惑をおかげして
いるかもしれません．しかしながら大学設置認可が
何か大学の自主努力のボトルネックになっておって
ですね，役所が権力を振りかざしているような印象
でとられる向きも恥ずかしながら，残念ながらあっ
たようでございまして，この規制改革の中でいつも
テーマとして取り上げられておりました．
それで，学部レベルであっても届け出で出来るよ
うにしようということを入れて，設置認可を弾力化
したというのが二つ目の箱でございます． 組織改変
について例年２００件前後の申請実績だったのが，早速
１５年度３７４件，１６年３１４件と２倍近く伸びているわけ
でございまして， 一部とはいえ届出化した効果は出
ているのかなあという風にも思います．ところが，
これも例えば本学は医療福祉分野で全国に先駆けて
発足しご努力を続けてきていただいておりますけれ
ども，その頃の設置審査はいかがでしたでしょうか．
まして，新規分野の挑戦となればかなり厳密に，あ
るいは詳細な調査があったかもしれません．然るに，
この弾力化によって届け出すればほとんど通ってし
まうという状況になり，そうしたらライバルがどん
どん参入してくるわけですね．それは本学のような
パイオニア的な大学やあるいは伝統的な大学から，
自分たちはこんな苦労してやってきているのに最近
はお手軽に届け出で， その上教授構成もろくに審査
されないで，これは専門学校とどう違うんだといわ
れるような大学が出来てるじゃないかと，それで同
じように学士の学位，あるいは博士の学位を出せる
大学でございますというのはひどいじゃないか，と
いうお叱りもいただくようになっております．これ
６９７
は実感として，その通りでございますね．あるいは，
設置審査は審議会にかけますので，集まっていただ
いている有識者の委員の先生方も，やってられんと，
要するにこんなのを俺たち通さなきゃいかんのかと
半ば悲鳴を上げていらっしゃいます．事務局として
は，，駄目っていう根拠規定はもう削除しましたので，
まあどうでしょうかねってぐらいは出来ますが，そ
こを何とか，これは別に駄目とはいえませんのでお
願いしますとかいうわけです．本音としては委員辞
めたくなるのではないかという状況の中，委員の先
生方にはご苦労を頂きながらも２倍増になった膨大
な件数を次々審査していただいているというのが実
情でございます．
　
そこで問題は「これで大学の大学たる水準が担保
できているのか」でございます．したがって質の保
証ということが課題になってきております．これは
我が国の文部科学省の規制改革路線にもちろん直
接の原因があるわけですけれど， 国際的にも問題に
なってきております．
ディプロマミル， ディグリーミルという言葉が特
に英米，アングロサクソン系の国でいわれるように
なっております．「ディグリ」ミル」とは引きうす
で粉ひいてなんか自動販売機みたいなイメージなん
でしょうか． 要するに， 金さえ払い込めば学位記を
送ってきてくれるというような擬似業者的な詐欺的
な教育実態のない自称高等教育機関というのがある
そうでございまして，そういえば，三週間から一月ぐ
らい前ＮＨＫのクローズアップ現代でも「学位工場」
という訳語をあてて，特集をしてましたね．ご覧に
なった方はいらっしゃいましょうか．私もたまたま
職場にいて，ＮＨＫ を見ていたら， お， なんかディ
グリーミルやってるぞとかいって， 慌てて見たので
すが，そのときはアメリカのワイオミング州にハミ
ルトン大学とか言うところがあってインターネット
で全世界に教育を配信している．申し込んだら，テ
キストはありませんが社会経験を評価して学位を差
し上げます． ついてはバチュラーならいくら， マス
ターならいくら，とほとんどお金を払うだけで学位
をもらえるみたいな話になってきて，現に払いこむ
と，立派な証書がリボンつきで送ってくるんだそう
でございます． ただし， アメリカでアクレディテー
ション（適格認定）は受けていない，つまり評価機関
の認証は受けていない．そこで，ＮＨＫ取材班が現地
に行ってみたら， 街中のちょっとしたビルの一室に
ハミルトン大学とかいう看板を出していて，取材を
申し込んで拒否されるというところがテレビに映っ
ていたりしました．そうこうしてるうちにそのハミ
ルトン大学は事務所を移転したんだか所在がつかめ
なくなって， しばらくしたら， パンフレットとか全
部様式が同じような別の名前の機関があって，どう
も同じ業者が名前変えただけなんじゃないかとかい
う特集でした．我が国でも要するにインターネット
配信ですから，被害が出始めているとおっしゃる大
学の専門家の先生がいらっしゃいました．それで，
企業側も自衛策を講じなきや，つまり， 学生の側も
被害という意味もありますけど，逆に言うと確信犯
的に学位を金で買う人も出かねないわけでございま
して，就職の際に履歴書に自分は○○大学でこの学
位を取りましたと書いて出すわけです．だから採用
企業側も防衛手段としてこれは本物かという調査を
しなくてはいけなくなった．ＮＨＫ取材班の方が国
内で専門の調査会社に委託する会社も出始めてい
るとコメントしていました． そこまでもうきてるん
だというディグリーミルですね．だからアジアや南
米など全世界で，アメリカやイギリスの自称大学に
ついての被害者が出始めておりまして，ユネスコと
かＯＥＣＤでもここ１，２年問題になっております．
今まさにユネスコで， 国際的なディグリーミル対策
の協議が進んでおります． 各国が自国内の高等教育
の質は責任もって担保して， アクレディテーション
なり，チャータリング（設置認可）なり， 各国のシ
ステムに則って正規の大学であるかどうかをちゃん
とリストアップして検索できるように，それをお互
いに相互乗り入れできるようにして， 全世界の学習
者が簡便にその大学が本物かどうかチェックが出来
るように最低限しておかないと， 被害が拡大する－
方ですよ，そういうシステムを早急に作りましょう
という提言が，いま， 今年の秋目標にもうほぼまと
まってきている状況でございます． このように国際
的に大学の質の保証というのが問題になっておりま
す．そこで，我が国はこういう制度改革，規制改革
の流れの中，安易に規制強化をして，また設置審査
でぎゅうぎゅうやればいいってもんではないのかも
しれません．したがって第三者評価としての認証評
価制度を立ち上げたところでございます．文部科学
省が直接やるんじゃないけれど， 民間ベースで財団
とか任意団体でも結構です．評価機関として体制を
組んで名乗りを上げていただいて， 基準を満たして
いただければ，そこの評価機関を文部科学大臣は認
証すると， その評価機関がアクレディテーションを
個々の大学に対して行う．大学は，うちはあそこの
評価機関でアクレディテーションを受けたれっきと
した大学でございますと堂々と表示していただく．
その点ではアメリカ型なのかもしれませんが，消費
者，学習者保護の観点からそういうシステムの構築
が急速に求められてきております．したがいまし
６９８
て，大学評価， 質の保証というのが， 今後数年大学
改革の大きなキーワードになることが国際的に見て
も必定でございます．その代わり評価を受ける大学
にとっては，いろんな評価機関が入れ替わり立ち代
り来るとか，訪問調査とかそのたびに書類作ったり
とか，応接も大変だというようなことになりかねま
せん．現にそうなり始めてるという声もすでに聞き
ますので，簡素で効率的な評価システムをどう作っ
ていくかというのがちょうど課題となっておるとい
うところでございます．
時間も押してきていますので， 三つ目の箱．これ
が大事なんですが一番目の運営システム改革と連動
しまして，自立性を持って， 国立だろうが公立だろ
うが私立だろうが特色を出してください．じゃどう
するか，予算で少しでも補助金額を上乗せして， 呼
び水としての補助制度を作りましょうというのが三
つ目の箱でございます．２１世紀ＣＯＥプログラムと
か，ここには書いていませんが特色ある大学教育支
援プログラム（ＧＰ）といったいろんなプログラムを
増やしてございます． 詳しくは後ろに資料を入れて
おります．８ページに， イメージ図がさまざまござ
います．博士課程段階を念頭においた２１世紀ＣＯＥ
とか，今申し上げたＧＰは学部段階，大学・短期大
学を主として念頭にしております． 医療人教育支援
プログラムというのも， 高度専門職業人養成の観点
からメニューとして入ってきております． ８ページ
の標題の右を見ていただきますとそれら補助金額
が５００億円を越えてきて，私学助成の３０００数百億円
や国立の運営費交付金の１兆２０００億円に比べたらま
だまだ小さいですけれど，ここで先ほど少しだけし
ておいた「文部科学省は国立と私立の公平なファン
ディングをどう実現するか」というお話です．ここ
を太らせるというか，増やす， 拡大することによっ
て何とか達成していきたいという風に考えています．
具体の予算金額は次の９ページにありますので，ご
参考にしてください．例えば， 医療人教育養成支援
だったら（３）の二番目に，新規ですのでまだまだ金
額的にはそう大きくはありませんが，７．５億円とあり
ます．これら全てＣＯＥと同じように国公私を問わ
ず，我こそはと思う大学にエントリーをしていただ
き，そして，文部科学省では専門家からなる審査委
員会を作って役人が鉛筆をなめるんじゃなくて実際
の申請内容とか大学のポテンシャル， 実績をデータ
で出していただく，競争的に審査をして選定先を決
める，それに応じて補助金が交付されるという仕組
みは共通しております．たとえば２１世紀ＣＯＥだっ
たら５力年間の重点支援，中間評価ありというわけ
でございますが様々でございます，というスタイル
を増やすことによって，まあ各大学の特色を少しで
も明確化していっていただきたいという思いでござ
います．
時間の関係もあるので，ここでもう先にですね，
一番の核心に触れておきます．１２ページ以降が本年
１月の「我が国の高等教育の将来像」という答申の
概略版ですが，１３ページローマ数字の１１の下のほ
うに，①～⑦まで世界的研究教育拠点から，総合的
教養教育から社会貢献から，挙げてございます．こ
れが今回の答申での大きな目玉でございまして，つ
まり， 大学が個性・特色を明確化してくださいと，
金太郎飴で競争していても意味がありませんと，他
とは違うオンリーワンの大学を出来るだけ目指して
くださいということです．そのためには何をすべき
かと言えば，大学の果たす機能もいろいろで，例え
ばこの７分類でございます．だからあくまでも例示
に過ぎませんけど，見ていただけるとそれぞれ当た
り前ですが，多くの大学がこの中のいずれかの機能
を持っているかもしれませんし，どれかに比重をお
いて思い切ってやっているかも知れません． 今回の
答申の提言は１８歳人口が急速に減り，マスコミの言
い方によれば「全入時代」を迎える中で， 大学にど
うこの厳しい競争と淘汰の時代を乗りきっていっ
ていただくか，それはキーワードとして経営戦略を
個々に明確化していただくほかありません．これか
らは質・内容・中身で競争していただくほかないわ
けでございます．そこで，どういう分野立てが考え
られるかというのが１３ページの７分類というわけで
して，その７分類の直前に各大学は自らの選択で緩
やかに機能別に分化してもらうという風に書いてご
ざいます．答申の本文でも，この中のどれかに比重
を置いてもいい，どれかに特化してもいい， 全部薄
くやってもいい．それはその大学の来歴， 沿革，規
模，実情，決意次第だと書いてございます．しかし，
私流に申し上げれば，それで成り立つかどうかはそ
の大学としての経営戦略の勝負ですと，そういうこ
とが書いてございます．そして， 国は何をするかと
いうと，その１３ページの「１工１」にある「高等教育の
質の保証」に努めますとい，うことではありますが，
「１１」で述べられている機能別の分化，個性・特色の
明確化を少しでも後押しする意味で，増やしたいメ
ニューが，８ページ，９ページの国公私ぶち抜きの
競争型，重点型の予算なわけでございます．と申し
上げると少しイメージ持っていただけるかもしれま
せんが，文部科学省で，あるいは私ども担当させて
いただいていてお願いしたいのは，予算事業ですか
ら担当がバラバラですが， 全てのメニューに今時分
から夏ぐらいに募集要項が出来て， 募集期間があっ
６９９
て，審査が夏ぐらいに始まります．いろんな大学の
方から，それも大きな大学ほど次から次に文部科学
省がメニュー増やすから「いちいち書類作って学内
で大変な議論をして大変です」というボヤキも聞き
ますが，メニューを増やす文部科学省の立場から言
えば，そんなことをしてもらう必要はぜんぜんあ
りません．これは明確に申し上げておきます．つま
り， 大学の経営戦略，教育研究機関としてのどこに
重点を置くかという戦略を先に決めていただいて，
それに応じた土俵に絞ってエントリ」をしていただ
ければよろしいのであって，全部にエントリーして，
あれは当たったこれは外れたと言ってる大学は現に
お聞きしますが，そんなことをやってもらう必要は
全然ないのでございます． むしろそんなことは望ん
でいない．「一体，文科省は本学にどういう大学に
なってほしいと思ってるんですか？」とか聞かれる
こともありますが，そういうことを聞いてるようで
は駄目ですね．失礼なので面と向かっては申し上げ
ないのですが，やんわりと「いや一，そうではなく
てですね」と今申し上げたようなことを，ご説明申
し上げるのです．したがって，きれいごとかもしれ
ませんが，このことは答申にも焼き付けられておっ
て，実際の予算事業にも跳ね返っておりますので，
組織的に文部科学省，本気でございます．そうして
もらいたい．１０ページをおめくりください．話が飛
んで恐縮ですが，１０ページを見ていただくと，１８歳
人口の経年変化をグラフ化しておりまして，第１次
ベビーブームが１８歳を迎えて，そのジュニア世代が
第二次ベビーブーム．直近のピークがその第二次ベ
ビーブームの平成４年ですから１９９２年に２０４万人で
した．今は１３７万人と，ピーク時の６割にガッと十
数年で減っております． 今後さらに減って，１２０万
人規模で１５年ぐらいいくということが人口動態です
から予測が立っております．ピーク時の６割にたっ
た１０年で減ってしまうということなので，それこそ
大学が経営的に困難に立ち至るのもむべなるかなで
ございます．したがって，急増期に文部科学省は必
死に高等教育計画を作り， 設置認可で需給をコント
ロールして増えすぎないようにしていました． この
ため当時は非常に悪役でしたね．やりたいという申
請を押さえつけることを一生懸命やるわけですから，
なんだあいつ等はという悪評がつくのも，ある意味
当然なわけでございますが，それはこういう人口動
態が目に見えていたからでございまして，したがっ
て，この時期，臨時的定員として発足していただく
という便法も工夫したりいたしました．それであっ
ても１８歳人口がこれだけ減る上，設置認可の弾力
化，質の保証が心配になるぐらいの新規参入の増で
ございますから，ますます，こういう場で申し上げ
たら申し上げ過ぎかもしれませんが，大学は滅びに
向かって突入しているといってもいいぐらいの状況
になりかかっているわけでございます． では， これ
を文部科学省としてどうコントロールして乗り切る
かというのは，かなり難しいです．「無理です．」と
ギブアップ宣言でも出さなきやいけない状況なわけ
です．じゃどうするかと言うのは文部科学省は言っ
ておりませんが， マスコミでいう「生き残り戦略」
をそれぞれに練っていただく．今回の答申の中でも
「経営戦略」という言葉は使われております．文部
科学省の答申としては全く異例の「経営」と言う言
葉，「戦略」と言う言葉を明示的に使ってございます
のは，そういうギブアップ宣言とまでは組織的に見
栄を切っておりませんが，担当の者の思いとしては
そのあたりのことも汲み取っていただいて「経営戦
略」を使っております．文部科学省のホームページ
に全文関連資料が載ってございますので，もしお時
間が許せば是非ご覧いただきたいというような状況
でございます．ちなみに１０ページの一番下で「全入
時代」と言われるのは，２００７年に収容力が１００％に
なる． 収容力というのは，志願者数と実際の入学者
数が一致するということを指します．つまり，選り
好みしなければ全国どこかしらの大学か短大に行き
たいなあと思った途端に入れるはずになっている数
という状況なわけでございます．これをもってマス
コミでは，「大学全入時代」だという話になってくる
わけでございます．もちろん， 人気校に集中したり
しますので，定員割れが早く来て， 経営破たんに至
る大学もあるかもしれませんし， 一方で競争が相変
わらず厳しい一部の大学があるかも知れません．パ
ラパラでしょうけれども， 全数としてはこんな感じ
だというわけでございます．
　
そういう中でどう生き残りを図っていただくかと
いうのが，それぞれの大学に答申の７分類を参考に
しながら，そして８ページ，９ページあたりの文部
科学省のせめてもの予算支援のメニューをにらみな
がら，じゃあ自分たちはどこに特色を見出して，ど
ういう大学になっていこうかという議論を積み重ね
た果てに， 絞って， エントリーして確実に取ってい
ただくというのが， 良い大学の今後の在り方だとイ
メージを持ってございます．まだ絵空事かもしれま
せんが，こういう国公私重点型の支援をうまく増や
すことが出来，国立大学も運営費交付金は自動的に
削減させていくシステムになったことでいろいろな
工夫による改善がなされ，私学助成も機械的な均等
割りの配分方法は納税者の理解を全く得られないか
も知れませんけれども，厳しい自己改善努力をする
７００
しっかりした大学にこそお金がいくという形であれ
ば私学助成を維持し，伸ばすことも今後皆様方のご
支援を得ながら，文部科学省も努力しなければいけ
ないところでございます． 一足飛びに国立の予算を
削って私立に付けるとか，さらに国立からも私立か
らも削って専門学校に付けるとかいう短絡的な議論
をせずに，なまくらかもしれませんけれども，それ
ぞれの予算の費目の中で改善を重ねながら，ふと気
がつくと，国立だからこういうお金が付く，私立だ
からこういうお金が付くという設置形態別の区分よ
りも，研究に重点をおいて大学院の規模が大きい都
市型の大学だったらこうだとかですね， 地方にあっ
て学部の窓口が広い学部中心の教育型の大学だった
らこういう予算の付け方をするだとか，本学のよう
に分野が絞られた専門職養成の大学だったらこうい
う支援メニューがありますとか，大学の先ほど申し
上げた７分類ではありませんけれど，大学の現に果
たしている機能別に財政支援の在り方がおぼろげに
見えてくるというスタイルに，徐々に切り替わって
いきたいものだというのが，私どもの日頃の思いで
ございます．そのために私学がバタバタッとつぶれ
たり， 国立からガサッとつぶれて研究機能が駄目に
なったりしないようにしながら，財政方面からも，
規制改革の立場からも， 各大学に必死のご努力をお
願いしながらいかにそういう方向に持って行くかが，
私どものこれから５年１０年１５年かけての仕事だろう
と思っております．
　
お時間もだいぶ来ましたので，あとお話していな
い点を若干補足させていただきましょう．１２ページ
から，「我が国の高等教育の将来像」（答申）のポイン
トとありますが，本日はそのご紹介をするためにお
邪魔したわけですが，前段だけでもうここまで来て
しまいましたが，後は１２ページ以下の概略版を読め
ば，なるほどと大体思っていただけるのではないか
と思います．ただし，特に補足して申し上げたいの
が，１２ページの１番下でございます． ３つ目の箱で
国の今後の役割です．「高等教育計画の策定と各種
規制」の時代は終鷺を迎えて，これからは「将来像
の提示と政策誘導」の時代へ移行する．前段にお話
し申し上げた内容で，そういうことねとご了解いた
だけるのではないかと思います．私一個人の想いで
はなく，国の今後の役割をそういう風に切り替えた
いということが，答申に焼き付けられていることは
非常に大きなことではないかと思います．そしてそ
の箱の下に国の今後の役割として５項目を明確にお
示ししてございます．これは答申にある言葉そのも
のです．私に言わせれば，明確化したということは
限定したということでございまして，答申の本文で
はこの５項目の記述にすぐ続いて， 簡素で効率的な
高等教育行政を目指すべきであるとございます．そ
れはもう答申を受ける役人にとってはビビッと背筋
が伸びるような表現が，さらっと今回の答申に入っ
てございます．つまり，文部科学省は肥大化路線を
とらず，高等教育の質の保証が課題になっているか
らといって， 大学のやりたいことにあれこれ口を出
して規制を増やすのではなくて，評価システムをう
まく作り，財政支援の仕組みをうまく形成していき
ながら，大学の自助努力を促すことによって，ある
べき少子化の時代，１８歳人口１２０万人時代ではあれ
ども，生き生きとした特色を失わない多様な高等教
育システムを作るべきだということを言われておる
わけでございます．あとは１３ページから本文の内容
で， 全入になる計算が２年前倒しになったとかは去
年大きく報道されました．更に， ７つの機能別分化
や， 国は高等教育の質の保証に努めることについて
述べています． 次の１４ページでは高等教育機関の在
り方がそれぞれの段階別に紹介されております．こ
こで一つ関連してご紹介申し上げたいのが， 四角で
囲った中の【専門学校】の部分にあります大学院入
学資格が付与されることでございます．つまり，専
門学校は伝統的に２年制が多かったですから，いわ
ば短大相当というような位置付けでした． 短大を出
たら準学士，専門学校を出たら専門士という称号を
もらえることになっていたのですが， 昨今，いろん
な種類の資格が高度化したことをもって，特に福祉
関係分野の専門学校の中には３年制や４年制のとこ
ろが現に出ているそうでございまして，専門学校に
よっては，大学生が入りなおしてきたり， 大学院生
がダブルスクールで通ってきたり，かなり高度なこ
とをやってるところもある．したがって，専門学校
だから４年勉強した後大学院に直接行けないという
のは学生さんが袋小路になって不便じゃないかとい
うことが要望項目として非常に強く出された．審議
した結果，大学院入試は当然あるので更に競争しな
くてはなりませんが， 入学資格， 受験資格は認めて
あげましょうということになりました．ただしこれ
も，非常に議論が割れた点で，皆様方もすぐお気付
きのように，大学の学部との違いはないのか，大学
と専門学校に違いはなくなるのかという点でござい
ます．いやいやそれはある．やはり専門学校は職業
系の専門教育に特化していますし， 設置基準も都道
府県知事の認可だけで発足ができると比較的緩い．
その代わり経常費の助成はありません．平たく申し
上げれば，金も出さないけれど口も出さない．相対
的に言えば，やはり都市部を中心にどんどんやって
いただいているというような状況でございます．片
７０１
や大学は認可があると，しかも大臣の認可である．
私学助成もある．更に，大学は専門教育もやる．そ
の中に職業教育ももちろん視野に入ってきますが，
教養教育というのが大学の大学たる所以で，教養教
育がしっかり土台にあってその上で専門教育を施
すから， 学位という国際的に通用性のある，いわば
「資格」が与えられる．そうでなければ学位はただの
職業資格と同じじゃないかというのがありました．
その違いは違いとしてその通りであると答申にも書
かれております．したがって，専門学校はその特色
を，大学はその特色を具体的にどう生かすかで競っ
てもらいたい．ただ，学生さんに着目すると袋小路
を作っても仕方ありませんので， 縦横に飛び移れる
ようにはしておきましょうという趣旨で，大学院の
入学資格は開放するが個性・特色の明確化は求める
という，折衷的なというか並行した提言が出たとい
う形になってございます．
　
それから「国公私それぞれの特色ある発展と高等
教育全体の活性化が重要」というのが四角の後に－
言だけ書いてありますが，ここも最後までこの答申
では議論が割れたところでした．特に皆様方お気付
きのように，今回機能別分化だという７分類を例示
として掲げ，重点的支援を文部科学省として増やし
たい，ちょうど先ほど私が申し上げたように，設置形
態別よりは，機能別にファンディング，財政支援が
なされるようなシステムに持っていきたい，などと
思っているのであれば， 国公私立の別などというの
はだんだん，重要性がなくなると言えばいいじゃな
いか．それが論理的に整合的だし，ついてはイコー
ルフッティングを一挙に実現すればいいじゃないか
とお考えになられるかも知れません．しかし，いや
いやそうはいかないんですと申し上げざるを得ませ
ん．それはやはり， 国立の冒頭のほうで申し上げた
特色や私学の特色もありますし，したがって沿革に
由来する面も多分にありますけれども，財政支援の
規模もこういう風に違ってきている．それを例えば
最近の提言， 政府全体の中の議論で，バウチャ」制
度というのを聞かれたことがあるでしょうか．地域
振興券のような高等教育券という切符を作って１８
歳の人に配ったらいいじゃないかという提案です．
その人は大学でも専門学校でも， 駅前留学の００と
いったところでも，どこでも良いから勉強したいと
ころへその券を提出すると， それを受け取った教育
機関が政府に持って行くと， その枚数に応じた補助
金額がもらえるというものです． 要するに厳格に学
生頭割りで設置形態別なく対等の競争条件を実現し，
学習者のほうに選択の主体性を与える．「消費者主
権，すばらしいじゃないか」と．「国公私，イコール
フッティング論これで文句ないだろう」とおっしゃ
います．しかし，これを導入したらどうなるかと申
しますと，ご説明申し上げてきたように今の我が国
では，私立が学校数，学生数とも８割近くを占める
わけですから，そこでバウチャーを一部分なりとも
導入したら，財政支援を国立から大幅に削って私立
に付けるということになるわけでございます．それ
は私立の皆様方にとっては，「あ‐いい話じゃない
か」と， 国立つぶれてもかまいやしないと思われる
かも知れません．しかし，例えば， 材料とかナノテ
ク研究では，実は東北大学は過去１０年の実績で世界
一だったり， 東京大学は物理学で世界一でした．両
大学とも去年世界二位にそれぞれ転落と言うか，ド
イツのマックスプランク研究所に座を譲ったのです
が，余談めいた話になりますけれど，ドイツのマッ
クスプランク研究所がいろんな研究所を束ねて組織
統合をして集計上複数の機関の論文引用実績を束ね
て出したものですから，統計上逆転されてしまって，
何も変わっていないマックスプランクにトップの座
を形式的に明け渡した．そういう 「ずるい」 事情で
もなければ過去１０年の容易に逆転するとは思われな
い研究実績で，分野によっては我が国の大学は世界
一位を占めていた．そこを全部つぶしてもいいです
か．いいかもしれませんね，私学が潤うのであれば，
そういう政策判断もあり得るかもしれません．でも
それは私はもったいないと思います．それでも仮に
国立を削って私学に付くなら良いけれど， 申し上げ
たように専門学校には経常費助成はありません．ま
してや駅前留学の００といったところも視野に入れ
れば， 数多ある機関に補助金をごく薄く撒くには，
例えば，国立からもう半分ぐらい削ったり，私学か
らも私学助成から何分の一か削るとかしないと，実
現できないかもしれない．それは専門学校や民間会
社の方々等もらえないよりは補助金があったほうが
嬉しいでしょうね．だけど， 数が多いですから，焼
け石に水程度のお金を皆様に配るために， 国立の研
究機能のいいところを全部つぶし，私学助成ももし
かしたら削って，苦しいところを一挙に破たんに追
い込み，やるんでしょうか．バウチャーという議論
はわかりやすくて単純なだけに，そういう危険を多
分に内包していまして，私は個人的には非常に危う
い，危なっかしい議論だなあと思っております．文
部科学省としてもバウチャー論は有力な提言として
あることは承知しているが，諸外国でも全面的に導
入した例はないし，メリット・デメリット考えられ
るので，よく研究してみますというのが公式の姿勢
です． 国公私立についてそういうことを踏まえなが
ら考えれば，将来的にその格差が相対化し，機能別
７０２
が重要になってくるとはいえ，まだ国立私立の意義，
役割，得意分野の違いというのはあって，その辺を
意識しておくというのは今のシステムの理解として
はまだ重要性はあるのではないかということで，５０
数ページの答申の中で，２ページばかりですけれど
も国公私それぞれの意義役割を整理してございます．
ただ， 練りに練って私もいろんな先生方のご意見を
伺いながら，作文したものをツーっと読むと，国公
私立の違いがほとんど分かりません．ほとんど同じ
ようなことが書かれております．でもそれで良かっ
たのではないかと思います． つまり， マクロに言え
ば傾向の違いがある．したがって財政支援の仕組み
も学長任命含めて，行政の制度的縛りも全然違う．
だけれども個々に見ていくといろんな大学があって
当たり前ですし，そこに着目する限りでは，例えば
７分類にしても， 国立だからこう，私立だからこう
という明確な違いはないに違いない．私立だからこ
うでなければならないなどと国で決めるのは無理で，
それが当然だと思いますね．だから書いてみると，
かなり似通っている．なんだかんだ２ペ」ジばかり
書いてありますが，そういう意味でご覧いただくと，
ニヤっとしてお読みいただけるかもしれませんです
ね．そこはもう小役人的な作文として最も苦労した
ところでございます．
　
あとは財政支援について１４ページの「Ｖ」でござ
いますけれども， 全体の話でございます．先ほどの
０．５％の東アジア型だと． それにしたって家計費負
担を求めすぎていて，公財政支出が少ないので，「欧
米諸国並に近付けるように最大限の努力」と，これ
も例えば１．０％目指せとか書ければ分かりやすいん
ですが， 政府としての答申としてはこれでもかなり
思い切った表現だと思います．ブレア政権の例を最
初の方でご紹介申し上げましたけれども，そういう
ところを参考にしながら少しでも文部科学省として
は，なかなか力ありませんが皆様方のご支援を得な
がら，関係方面の理解を得るべく頑張っていきたい
と思います．ただ，政府の話で申し訳ありませんが，
年金の問題もしかり，国防の問題もしかり，ＯＤＡの
問題もしかり， 大事なものばかりでございまして，
それぞれに増加要因抱えておりますので，どこをど
う切るんだと思われるかも知れません．役人を半減
しろとか，給料を半分削れとか，そういう手もある
かもしれませんが， 限界もあります．では増税なの
かという議論も出てくるわけでございまして， 文部
科学省もただ無責任に増やしてくれといっても意味
がない．かといって， 防衛費を削ってこっちにくれ
とかですね，消費税を何％に上げてこっちにくれと
も，なかなか差し出がましくて言い難い．非常に難
しいのですけれども，その辺は関係の皆様方のご支
援とやはりここは上げて， 政治の部分でのご議論も
重要かもしれません．どうしても国民の負担を求め
るという議論になってきますから，そうしてまで高
等教育の今の現状で納税者の満足度はどうか，どれ
ぐらいの負担を求めてしかるべきかという非常に難
しい政治的判断をしていかなければいけません．そ
ういう時期になってきておるのではないかという気
が致します．機関補助，個人補助，バウチャーだな
んだと一足飛びな議論ではなくて，バランスを取り
ながら検討する．同時に，競争的な部分を増やせば
いいので，私学助成とか運営費交付金はどんどん削
減すれば良いというのも乱暴だと思います． 基盤的
助成と競争的な支援配分のバランスも問いながら，
なまくらかもしれませんが，言いたいのは１４ページ
の一番下から３行目．これも大きなキーワードだと
思っております．「多元的できめ細やかなファンディ
ングシステムの構築．」これが目指すべき目標でご
ざいまして， その直前に書いてある「多様な機能に
応じた」の「機能」とは前のページで言う７分類の
機能でございます．そこを結びつけてみていただく
と，今回の答申の言わんとしている，持っていかん
としている提言の方向性がかなり見えやすくなるの
ではないかなという風に思います． そして，１５ペー
ジでは具体的に緊急に取り組むべき提言が出ており
まして，１６，１７ページではその提言のここ数ヶ月の
実施状況がございます．
経営困難な学校法人の対応というのが関連して１９
ページにご紹介してございます．「我が国の高等教
育の将来像」（答申）の中でも経営困難となる学校
法人の対応策を整理すべきだという提言が明示され
ておりまして，それを受けて本年５月に出たばかり
のレポートがこれでございます．ホームページで詳
しくはご覧いただきたいと思いますが，概要がこの
一枚紙でして， 要は経営困難になる，なりそうだか
ら，なっているところがあるからといって財政出動
で救済するという発想ではないということです．あ
くまで自助努力．しかし，経営相談とか，専門家の
助言とか，したがって先ほど私立学校法の改正で財
務情報の公開などということも申し上げましたが，
むしろ積極的にその辺をやっていただくことで，財
務運営の健全性もおのずと自律性を持って確保して
いただく．あるいは逆にいうと， そういう財務情報
も含めて，最近では企業格付けの会社に委託してど
こそこ大学がＡＡを獲得したとか時々報道されます
が，あれがいいかどうかもちろんわかりませんけれ
ど，財務運営も含めて自信のある有力大学はそうす
ることによって， 大企業に比べて同じランクで並べ
７０３
て，こういうランクの高い経営の健全性を保ってお
りますというアピールになるわけです．だから情報
は出したもん勝ちという面もこういうところでも出
てきてるかもしれません．自律性を発揮して情報を
ガラス張りにすることによって，学習者，実社会の
信頼を得ていただく．不幸にして学校としての存続
が不可能になる場合は生じえますので，そのときは
学生さんを抱える教育機関ですから，学生さんの保
護というのが第一だという意味で，転学の支援を斡
旋するというプログラムを文部科学省も私学振興事
業団も協力をして作っておかなくてはならないとい
うのがこのレポートの眼目でございます．１９ページ
の右端には，転学を受け入れた近隣の大学はその学
生数が増えて水増し入学だとか評価されて私学助成
でペナルティを科されてはたまりませんから，そう
いうことにならないように措置をしますとか，学生
も近隣の大学とはいえ，下宿が必要になったとか経
済的に困窮するものも出てまいりますから， 緊急支
援の奨学金も用意しましょうとか，受け入れ大学に
対して私学助成の積み増し，増額もそれほど積めな
いかもしれませんが，せめて実際にかかるお金も考
慮として考えましょうとか，そういう細かな措置は
ついておりますが， 眼目としてはセーフティーネッ
トとして大学は教育機関だから学生をどうこういう
風にするのか，どういう事態に立ち至ったら，どう
いう手続きがあるのかということを関係者で合意を
得ておくというのが，これからの１２０万人時代に向
けて大いに大事であろうということでございます．
ほんの数年前まで，文部科学省でこんなレポートを
まとめるということ自体，私学助成をして， 経営を
支えるべき文部科学省が責任を放棄して大学を潰し
ます宣言などするのかという大変なお叱りを受けた
かもしれませんが，でも答申にこういうことを出す
べきだといわれ，現にこのようなレポートを作った
というのはやはり時代の移り変わりを思います．併
せ，今回の答申で経営戦略とか多様化とか個性とか
機能別分化とかキ」ワードが出ているのも理由のな
いことではないのだなあということが，皆様方には
こうしてお聞きいただけると御理解いただけるので
はないかと思います．
　
最後に２０ページをご覧ください．今学校教育法の
改正案が国会にかかって参議院の審議がこれからで
ございます．平たく申し上げれば， 教授，助教授，
助手，という序列を助教授と助手を改めて，準教授
と助教と名称を変えるということでございます．こ
れは結局，２０ページの上の方で平成１３年の科学技術
基本計画閣議決定とある辺りから助教授，助手の制
度を見直して，若手研究者が早い段階から自律性を
持って研究に従事し，活躍できる環境を醸成せよと
いうのが政府をあげての課題だったわけです．つま
り伝統的な講座制がかなり批判を浴びまして，教授，
助教授，講師，助手というヒエラルヒーがしっかり
しすぎておって， 活力をそいでおるのではないか．
更には，油の乗った助教授，助手の世代が教授の指
揮の下に指定されたことしか研究に，あるいは医科
系だったら診療も含めて， 従事できないというのは
活力をそぐのではないかというわけです．「いやい
や，そうしてこそしっかりした専門家は養成できる
んだ」という面ももちろんありますが， 分野によっ
ては理工系で問題意識が先鋭でしたでしょうか，若
い，頭の柔らかい， 論文書き盛り， 研究成果出し盛
りに，徒弟的な下請け仕事だけじゃ国策として損で
はないかというのが非常に強く出されまして今回の
提言になりました．そうしますと若手の助教授，助
手に研究費を措置してやれるのかと言われそうです
が，それは科学研究費補助金を取るべく勝負してく
ださいという話ですし，いや大物教授でないとなか
なか科学研究費補助金は通りにくいんだと言われ
ますので，そんなことがないように若手のためのメ
ニューも科学研究費補助金の中に作ったりしていま
すが，それも十分かどうか．では，研究スペースと
して助教授や助手に全員個室を与えてくれるんです
かと言われれば， 大学としては，いやいや増築もそ
うままなりませんとなり，では，文部科学省はそん
な特別な補助金くれますか，「ありません．」という
ないないづくしですので，なかなか若手研究者の活
躍の場といっても苦しい．苦しいのですが， 今回の
学校教育法改正は予算非関連の法案ですけれど，せ
めて職名と職務規定を改正することによって若手の
活用・活躍の場をつくろうという気運を醸成したい
ということでございます．右のほうに教授，準教授，
助教と枠で囲って職務規定をごく細かいですけど見
ていただくと，左側の従前の助教授は「教授の職務
を助ける」，助手は「教授・助教授の職務を助ける」
と書いてある．両方「助ける」ですから講座制の規
定とあいまってその徒弟型を定めていたわけですけ
れど，今後はそれをやめまして，教育研究に従事す
るということを共通にしました．教授は「特に優れ
た」，準教授は「優れた」，助教は優れたもないと書
いてありますが，微妙な，要するに経験能力の格差
を表現するのにこんな姑息な書き分けになっており
ますけれども，別に助教の方が優れてないわけでは
決してありません．しかし，そういう経験， 実績に
おいて，ランク付けを処遇含めてしていただく．従
事する内容は考えてみれば同じではあるけれども，
しかし，準教授，助教が教授の言うことを全然聞か
７０４
なくなったら，研究， 診療，教育，急に立ち行きま
せんので，やはりそこは大学として責任を持って，
組織的に事にあたっていただく重要性はこのレポ」
トでも指摘されています．一番下に大学設置基準上
の教員組織と書いて，講座制・学科自制の規定を削
除するけれども，組織的な体制をしっかり作って責
任を持ってやりましょうねとあります．もちろん当
座の措置含めて， 学内呼称というのはあり得るわけ
ですから準教授，助教に必ず改めないといけないわ
けではないですし，施行は各大学の学内規定の準備
のご事情もありましょうから， 今国会にかかってい
るのであれば，普通は来年の春施行ですけれど，再
来年の春施行と遅らせてありますので，学内でご議
論いただく時間をせめて１年間余計にとってござい
ます．形だけ変えればいいのかという趣旨ではあり
ませんので，テニュアートラック制度等含めるとか，
要するに終身在職権を与えるランクを準教授にする
のか教授にするのかや，助手，助教の任期制の導入
と絡めて，あるいは他の大学との人事交流を活発に
して，インブリーディング（目大学出身者率）とい
われる自己再生産率を少しでも低下させるという意
味で助教の制度をどう絡めるか等，これはあくまで
きっかけとしての名目の改正に過ぎませんけれども，
そういう趣旨で学内で，大いにご議論をいただきた
いものだという風に考えた改正でございます．
すみません， 答申の内容のご紹介などと申し上げ
ながら，前段ばかりが膨大になりました．しかし，
そういう思いがこめられた記述でございますので，
あとは資料をご覧いただければ， 言わんとするとこ
ろはお汲み取りいただけるかと思います．したがい
まして，皆様最初からお見通しだとは思いますが，
本日私が少しばかりお時間をいただいて申し上げて，
これからの大学の在り方に対する解決策が提示出来
ょうはずもありません．しかし，こういう方向で考
えられていて， 文部科学省の動きはこうで，現在の
動き，ほかの学問分野も含めてこうだということを
念頭に置いて，本学の教育研究運営，ご議論を学長
先生，あるいは理事長先生中心にご議論を深めてい
ただければ幸いだということでございまして，結局
お願いを申し上げまして，私のお話を終わらせてい
ただきたいと思います．どうも長時間ご清聴ありが
とうございました．
司会：どうも小山先生ありがとうございました．本
来ならば質疑応答を持ちたいところなんですけれど
も，先生東京にお帰りにならなくてはならなくて，
もうすでに車が待っておるという状況らしいので，
ちょっと今回はできませんので，小池先生のほうか
ら最後のご挨拶をお願いすることになっております．
よろしくお願いいたします．
小池先生：ほんとに大変有意義というか我々にとっ
ては大切な問題について非常に歯切れよくお話いた
だいて本当にありがとうございました． これから本
当に我々教職員もほんとにこの大学が，まさにさっ
きのあれで言うと生き残りをかけてどういう，ま，
比較的うちの大学はコンセプトとしては医療福祉
という分野での，あの…を持ってるわけですか
ら，そういう潜在的なものをほんとにより明確に，
教職員がそれぞれ問題意識を持ってこれからどうい
う大学にしていくかということに取り組んでいかな
くてはならないということを痛感したという，ほん
とに貴重なお話をいただいてありがとうございまし
た．まあ，それとほんとに私もかつて役人をやって
いて，いろんな分野，厚生労働省の本当に同じよう
な問題を抱えているっていうのをずっと痛感して，
いわばパターナリズム， 国が責任を持ってという部
分を，国が責任を財政的にもいろんな面でもてな
い，それぞれで責任を持ってやってくれと，で， 評
価の部分で質の問題とかそういうのはきちっと評価
して，それを透明性を持った形で公表して， 国民そ
れぞれがきちっと選んで， つぶれていくところはつ
ぶれていってくださいというような非常にシビアな
政策にいろんな分野を見てもそうですけど， 移って
るっていう風なことを痛感して，なお我々がほんと
にきちっと，どうこれから，どういう大学にしてい
くかということをきちっと考えなくてはならないと
いうことがよく分かりました．本当に貴重なお話を
いただいて我々とても参考になりました．ほんとに
ありがとうございました．（拍手）
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蘭
　
大学改革のこれまでの取組 「１
　
（平成１３．１～｝
口 実
キキキ≠≠〒１０１一 ÷ ÷ ÷１臨 時教 育 審 議 会
；－－－ヤ－－－－ニーＦＦＦ－－－－ － ー
（昭和６２．９～平成１３．１） ｛昭和５９．８～６２ ８）
◇大学院の量的
整備
◇大学院制度の
弾力化
◇専門職大学院
制度の導入
◇大学設置基準等
改正によるカー」キュ
ラム編成の弾力化
◇飛び入学の促進
◇責任ある授業運
営と厳格な成績評
価
◇情報通信技術の
活用の促進
◇自己点検・評価、
外部評価の実施
◇大学設置認可手続
きの簡素化・弾力化
◇学外意見の反映
◇教員の流動化
教導表研究吻の
同高度化
高等毅青の
刈図性化
７０６
戦後の品等教育の流
昭和２２年
　
教育基本法及び学校教育法制定
（１９４７） 新制大学制度が発足
昭和２４年 私立学校法制定
（１９４９）
昭和３１年 大学設置基準制定
｛１９５６）
昭和３７年 高等専門学校制度が発足
（１９６２）
昭和３９年 短期大学が恒常的な制度として発足
（１９６４）
昭和４８年 新構想大学の設置【筑波大学等】
棚７３） Ｌ 高等教育計画等 」
昭和鷺年 私立学校振興助成法制定
（１９７５）
昭和５０年代前期計画
昭和５１年 専修学校制度が発足
（１９７６）
昭和５４年 共通一次試験導入
（１９７９） 昭和５０年代後期計画
昭和５９年 臨時教育審議会発足
（１９８４） 個性重視の原則
生涯学習体系への移行
変化への対応
和６２年 大学審議会発足
（博群） （高度化， 個性化， 活性化） １８歳人口急増期の計画
（昭和６１年～平成４年）
平成２年 センター試験導入
（１９９０）
悌歳人口急減期の計画
平成８年 大学設置基準等の大綱化 γ （平成５年～平成１２年）
（Ｉ９鱈） ?
?
???
平成１５年 専門職大学院制度が発足 ーー高等教育の将来計画
（２００３） （平成１２年～平成稀年）
平成１６年 国立大学法人制度が発足
（２００４） 公立大学法人制度が発足
認証評価制度が発足
私立学校法改正 （平１７‘ ４施行）
２
７０７
高等教育に関係する主な審議会等
＝
１◎政策評価・独立行政法人評価委員会
◎科学技術・学術審議会
学術分科会
　
、
等
◎文部科学省独立行政法人
評価委員会
７０８
‐銃庄の願ロ．組み
「知」の世紀をリー ドする大学改革
～競争的環境の中で個性輝く大学づくり～
・法人化により，大学の自主性・自律性を
・学校法人制度の改善
・時代の要請に柔軟に対応した教育研究体制
づくり
・多様な評価機関による評価
・大学の主体的な改善の促進
０大学の国際競争力の強化
・国公私立大学を通じた教育研究活動の重点
的支援
・高度専門職業人の養成
０公立大学法人制度の創設｛Ｈ１６年度塾
０私立堂権法の塗正（Ｈ１６年通常国会
にて成立リＨ１７年度から施循≧
・理事会に関する規定の創設
・財産目録等の情報公開の義務化
０２１世紀ＣＯＥプログラム等の推進
（Ｈ１４年メ薩～）
　
（これまでの採択実績：９１大学２７４件）
ｏｒ魅力ある大学院教育」４ニシヱチブ
｛Ｈ１７年度～）
Ｑ専門職大学院の充実
（Ｈ１７年度開設）２９校（会計，知的財産，ビジネス
ＭＯＴなど）
合計１２２校（うち法科大学院７４校）
○知的財産戦略・産学官連携の推進
大学の研究成果に基づく知的財産の創造と組
織的嫌戦略的活用，産学官連携の一層の推進
Ｑ大学知的盟産杢部の整備（Ｈ１５年度
），研究成果の車壷註組ヒの促進
大学知的財産本部整備事業：４３件（Ｈ１５～｝
ＴＬＯによる特許実施許諾件数（累積）：２０件（ＨＩＩ）
一亀２３６件｛Ｈ１６３）
０大学発ベンチャー創出等の推進・強化
大学発ベンチャー 数：１２８社（Ｈ１２８）→９１６社（Ｈ１６．８）
共同研究数（国立大）；１，１３９件（Ｈ３）→８，０２３件（Ｈ１５）
４
０国立大学の法人化等による運営シス
テムの改革
○大学の質の保証と向上のための制度
改革
すべての国公私立大学（約１，２００大学）が，定期的に認証
評価機関による評価を受け，改善に反映
０公私立大学の副賞置認可の弾力匙
堂Ｈ１５年度～）
一定の学部等の改組につき 認可から届出へ
組織改編：例年２００件前後 ※｛｝内が届出件数
－Ｈ１５年度３７４（１８９）件，ＨＩＳ年度３１４（１８９）件
国立大学法人の仕組み
?
?
?
．??
?ー
?
?＝?ー
?
?
?
ー
?＝?
?ー
?
??
?
?
支部科学大臣
卓中期目標腰裏・中期計
画寮《６葦》鑓繊驚
穆学橿擬補導顕申出
目標の設定
一戦略的経営を実現
一個性化を促進
非公務員型
一弾力的な人事
システム
一産学官連携馨を
推進
一外国人巷幹部に
登用
臨中期目標醇擾派、 中期計画の
識司＄学撰霧怪錆
糠連繋費褒欝嬢醇交付
国立大学法人評価嚢員裳
義評価
｛事犠チェック）
窯 払
　
手芸
１学長選蒋会議ｌ 現制
プマネジメントの
法人化を契機に・各大学は意欲的参取組錯を積極的ｉこ展開」
１魔宵研究機能の強４ヒ』 機動的媛戦略的な繕醤体制＊非飴繍員化陸よる弾力的な人事システム
・学長裁量による戦略的なポスト、予算配分
｛東京大学，和歌山大学ほか）
・企業人を幹部職員に採用（東京大学、埼玉大学）
．外国人を理事に採用（東北大学、神戸大学）
・学部横断型の研究組織を学長の下に設置｛琉球大学）
・教員の一部に年俸制ぬ導入（大阪大学）
・全ての教員職を対象に任期制を実施総見ェ業大学）
１陸生サー 旗 速握聾充奥１
・Ａ樹関連嚢社と遵犠した就業爽機の充実（一橋大学ほか）
・首都圏企業と鱗合同企業説明会の開催（新潟大学ほか）
．大学独自の奨学金制度の導入（長岡技術科学大学ほか）
・退学勧告等の厳しい成績評価による学生の質の確保（信州大学ほか）
義学生、卒業生、就職先等による教育効果の検証（高知大学ほか）
・技術経営、コンテンツ、観光など新たな分野の人材養成
（東京芸術大学、山口大学、琉球大学）
・大学の個性や社会のニーズに対応した研究に重点化
　
例） 食の安全と安心の観点から家畜衛生全般に及ぶ領域研究（帯広畜産大学）
十和田湖や三陸沖についての地震予知研究（弘前大学） 等
・プロジェクト研究の公開発表を行い第三者評価を受ける（愛媛大学）
・科研費採択額の５０％増を目標（琉球大学）
＝雨露扉覆面露霞画面ｉ
．地域貢献のため鑓組織を設置（広島大学、大阪教育大学ほか）
．ベンチャー相談室等を設置（小樽商科大学、山形大学ほか）
・国立大学と企業との包括的な連携の推進（京大北大ほか）
・地域簿患者本位の附属病院改革（山梨大学）
鰯磁琢磨する中で国際競争力のある大学ヘノ ノニ　
　　
　 　
　
ｒ知の時代」 をリードし社糞の発厩を支える大学へ．
塵こ回
学生や社会の要請に応じた柔軟
な学科編成
就職支援など学生生活全般でき
． ・た、 一
ぃス
世界を主導する先端的・独創的
な研究を重点的に展開
社会ニーズに応じた教育研究の
推進
教員の兼職兼業緩和により産
連携の拡大
ＴＬＯへの出資による技術移転
促進により新たな産業の創出
地域の知的拠点として自治体
と連携（研究、人材育成）
地元産業界と連携し地域再生
の核として貢献
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私立学校法の三部を改正す‐る法律の概要
１ 改正の趣旨
学校法人が近年の急激な社会状況の変化に適切に対応し、様々な
課題に対して主体的、機動的に対応していくための体制強化を行う
とともに、各都道府県の実情に即した私立学校審議会の構成が行え
るよう、私立学校審議会の構成の見直し等に係る法整備を行う。
－，一．■園師－圏圃瑳璽園瑳盟ー
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　国公私立 大 学を通 じた大学 教育 改革の支援 （平成１６年度予算額 ４４９像円）
　
平成１７年度予算額 ５２９億円
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評 個性・
国際競争力のある世界最高水準の大学院づくり
世界的研究教育拠点形成支援；２１世総ＣＯＥプロダ慧ム
理論と実務（現場）を架橋した高度な専門教育
高度専門職業人：聾門騨瞳誌学院鰯感支援プロダラム　
養成支援 医療人数萱霊援プロダラム
現代的課題に対応できる人材養成と大学の多様な機能の展開
現代的課題等取組支援：遡鑑胸戯費ニーズ堕楓塞醐髭プロダラム
　　　　　　　　 　　　　　 　　　　　　　 　　　
国璽迄盤選プロダラム
課程に応じた教育内容・方法等の高度化・豊富化
総合的教育取組支援：大学・短期大学 → 豊漁ある塞学盤薄霊援ブロダラム
大 学 院 → 『魅力養喬大学院教育ユ イニシアチ ブ
ず夢
罰闘 箸＝議伍－ 鞘一 豪キー
雌
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国公私立大学を通じた大学教育改革の支援の充実
　
（平成１６年度予算額 ４４９億円）
平 成 １７年度予算額 ５２９億円
大学教育改革の取組が一層促進されるよう、 各大学が取り組む教育プロジェクトの中から、
国公私立大学を通じた競争原理に基づいて優れた取組を選定し、重点的な財政支援を行うこと
などにより、 高等教育の更なる活性化を図る。
（ ４４９億円）
１． 特色ある優れ際大挙教育の一層の展開 予算額 ４９４億円
（１）総合的教育取ヵ組支援
（ ３１億円）
○特色ある大学教育支援プログラム （特色ＧＰ） 予算額 ３３億円
各大学の特色ある優れた大学教育改革の取組を支援
（１７年度選定予定件数 申請件数の１割程度以内）
（２）現代酷鋸ー課題等取ヵ組支援
（ ２０億円）
○現代的教育ニーズ取組支援プログラム （現代ＧＰ） 予算額 ３０億円
社会的要請の強い政策課題に対応した優れた取組を支援
（１７年度選定予定件数 申請件数の２割以内又は５０件程度）
｛公募テーマ （木安フＪ
地Ｚ動活性化、 知的自助室、 奥
什詩勇姿音、 産学連携、ｅ‐Ｌｅａｎｍｇ など
（ １６億円）
Ｑ大学教育の国膝低挺進Ｚ旦 乏ム－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－予算額－－－－≧＆億円－－・長期海外留学支援 … … ・海外の大学等へ学生等を派遣する取組を支援
（「７年度選定予定数 「００人程度）
・海外先進教育研究実践支援…教職員の海外における教育研究活動の取組を支援（１７年度選定予定件数 ２０件程度）
・戦略的国際連携支援… … 海外の大学と連携して行う教育の取組を支援
（「７年度選定予定件数 １５件程度）
（３） 高度専Ｐ闘競業人養成支援
（ １５億円）
１８億円Ｑ法科大学院等専門職大学院般成支援Ｚ只父乏ムー －－－－－－－－－－－－－－至算額－－－－－－－－－－－－－専門職大学院の教育内容等の充実に取り組む優れた取組を支援
（ 新 規 ）
○地域医療等社会的ニーズに対応した医療人教育支援プログラム 予算額 ７． ５億円
地域医療など、社会のニーズに適切に対応できる大学病院の医療人養成教育の取組を支援
（「７年度選定予定件数 ２０件程度）
（４）世界－献釧研究教育拠点形成支援
（ ３６７億円）
０２１世紀ＣＯＥプログラム 予算額 ３８２億円
世界的な研究教育拠点の形成を重点的に支援
（研究教育拠点の継続的支援、「５年度採択拠点の中間評価の実施）
（ 新 規 ）
○ 「魅力ある大学院教育」 イニシアチブ
現代社会の新たなニーズに応えられる創造性豊かな若手研究者の養成機能の強化を図るため、
大学院における意欲的かつ独創的な教育の取組を重点的に支援
（「７年度選定予定件数 ８０専攻程度）
（ 新 規 ）
３． 資質の高い教員養成を目指す高度・実践的な取組支援 予算額 ５． ５億円
Ｑ大学；－大学院鎧おは盃教員養成推進Ｚ旦 乏ム 「高度な専門性と実践的指導力を兼ね備えた義務教育段階の教員養成に資する取組を支援
（１７年度選定予定件数 ３０件程度）
９
７１４
　
　
　　
　　　
１８歳人口の減少と高等教育
０ １８歳人口の推移
人
　
第１次ベビーブ｛ム
２４９万人（昭４１）
平成１７年 今後１５年ほどは１３７万人
－２０万人規模で推移
昭４０ 昭５０ 昭６０ 平元 平ーｏ 平２ｏ 平３ｏ（年）
○ 進学率
大学・短大 … ４ ９． ９ ％
１ 同世代４人のうち２人 １
大学・短大・高専・専門学校 … ７ ４． ５ ％
１ 同世代４人のうち３人 １
（いずれも平成１６年度学校基本調査）
○ 収容力 （＝入学者数÷志願者数）
平成１９（２００７）年には
大学・短大の収容ヵが 樋司 に
１０
７１５
高等教育財政の現状
○
　
高等教育に対する公財政支出の対ＧＤＰ比（２００１年）
（１８％）
′
／
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１．０％
０．８％
０．６％
Ｑ４％
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日 本 アメリカ イギリス フランス ドイツ
（注）カッコ内は高等教育に対する民間支出の割合
出典：ＯＥＣＤ 「ＥｄｕｃａｔｉｏｎａｔａＧ１ａｎｃｅ」（２００４Ｅｄｉｔｉｏｎ）
Ｌ÷÷ 欧米諸国の１／２の水準
０ 大学等への民間からの資金の推移
（億円）
２，１００
１，８００
１，５００
１，２００
９００
６００
３００
Ｏ
ｊ．海外要塞機関ｌ圏国内大学
ーーーーーー －ー－－－‐－－－－ －－－－－－－－－”－ －－－ －－－ －－－ －－ －－ －－ －－ －－－ ８３４
８９ ９０ ９１ ９２ ９３ ９４ ９５ ９６ ９７ ９８ ９９ ００ ０１ ０２ ０３（年度）
出典：総務省統計局「科学技術研究調査報告」
ご ム 海外流出傾向が強い （国内：海外キ１：２． ５）
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平成１７年１月２８日
我 が 国 の 高 等 教 育 の 将 来 像
＜中央教育審議会 答申 ポイント＞
【趣 旨】
中長期的（平成１７（２００５）年以降， 平成２７（２０１５）年～平成３２（２０２０）年頃まで）に想定
される我が国の高等教育の将来像（言わば「グランドデザィン」とも呼ぶべきもの）と， その内容
の実現に向けて取り組むべき施策を示す。
【基本的考え方】
２１世紀は 「知識基盤社会」 （ｋｎｏｗｌｅｄｇｅ‐ｂａｓｅｄｓｏｃｉｅｔｙ） の時代
高等教育は， 個人の人格形成上も国家戦略上も極めて重要。
－ 世界各国 （特にアジア近隣諸国） での高等教育改革の急速な進展。
一 明治以来の我が国の教育は， 今日の繁栄・発展の基礎として大きな成功。
ー しかし， 戦後久しく， 高等教育 （特にその経済的基盤） に関する社会全体での議論
が必ずしも活発だったとは言えない。
→ これまでは， 国全体の経済発展と個人所得の動向へ依存。
→ 今日では， 高等教育の量と質について根本的な議論が不可避。
国の高等教育システムや高等教育政策そのものの総合力が問われる時代
国は， 将来にわたって高等教育に責任を負うべき。
　　
一 高等教育の危機は社会の危機。
「
一 新時代の高等教育による我が国社会の持続的な発展。
１８歳人口は約１２０万人規模で推移。
大学や学部等の設置に関する抑制方針が基本的に撤廃。
盲・二三三三キー……三…毒幸三－ｉ三ｉｉｉ三三ー． ・ー ”ー．一ー一一ふ州一 一一一一．－ …－－辛亭三一…………竺……三三”ｉ－
皿
一
室
轍 働 策定と各種規制」の時代から「将来像の提示と政策 声
の時代への移行
・一＼ …，、‘、，・， ， トョ，ー告ー 、．｛で，・ｆでゞ 一…・ｒＦ「ー「Ｔーてｒ”…サー弐ぎーデＴ丁ｒマサｒー【＼。ｗ・い「一 ぃ、〉ぃミｆふき＼ｒきい、・さ雪『講書・←二・ＫＦへ ・きべ＼．＼ゞ・い…〉〆＼ぐｉＥｒてゃて言草笛ｒ鮒
国の今後の役割は，
① 吉等教★の在 べ 姿や万口性等の提示
② 制度的枠組みの設定・修正
③ 質の保証システムの整鐘
④ 高等教＊機関・ 土△・学、 者に対す 各 の ま報提壮
⑤ 財政支援 等が中心。 イ２
７１７
【将来像の主な内容】
１Ｉご高等教育の量的変ｆヒの動向」
ｏ
　
ｍ成１９２００７年には 学・短大の又審力 入学者数・±頭萱数）が１００％に。
（従来の試算より２年前倒し）
０ 全１基規模の面のみからすると 高等教育の量的側面での需要はほぼ充足。
→ ユニバーサル段階の高等教育が既に実現しつつある。
０ 今後は， 分野や水準の面においても， 誰もがいつでも自らの選択で学ぶことの
で 教 の 備 「ユニバーサル・ア セス の実王 が重要な課題。
０ 経営状況の悪化した機関への対応策の検討が必要。
１ロ：高等教育の多様な機能と個性載特色の明確化１
０ 吐セの高塑勘舞は 全 として 挫ヒして尚 宰の嫌々な詣誠に的確に対応
するため， 学校種（大学・短大， 高専， 専門学校）ごとの役割・機能を踏まえた教
育・研究の展開と相互の接続や連携の促進を図るとともに， 各学校ごとの個性・
蛙色を一層明確１ヒする方向。
○ 尚は らの選 によＬ 緩やかに機鮎 頂こ△化。 （個性・特色の表れ）
①世界的研究罵教育拠点， ②高度専門職業人養成， ③幅広い職業人養成，
④総合的教養教育， ⑤特定の専門的分野（芸術， 体育等）の教育・研究，～
⑥地域の生涯学習機会の拠点， ⑦社会貢献機能（地域貢献， 産学官連携，
国際交流等）等
１ｍ高等教育の質の保副
○ 高等教育の量的側面での需要の充足， 大学設置に関する抑制方針の撤廃や準則
主義化による大学等の新設や量的拡大， 高等教育の多様化の一層の進展につれて，
尚塑基の 曇 や囲際菌 杜の 椿のため 高生紛表の質の ｉ が雷亜な旨
０ 国による質の保証の仕組みと各機関の自主的努力が相まって信頼確保。
○ 事前・事後の評価の適切な役割分担と協調の確保による質の保証。 （設置認可
の ・磯≠－ 聾言 懲 によ 納＝審塾′ システム び 己点燈・麹価の 室）
○ 評価結果等に関する情報の積極的な開示と活用。
１３
７１８
　
Ｎ：高等教育機関の在り方
　
○ 大学は自主性・自律性とともに公益的役割・社金的責佳を担う。
０ 教育の充実のため， 学位を与える 「課程」中心の考え方への再整理が必要。
０ 大学が人材育成と学術研究の両面での使命・役割をより積極的・効果的に果たす
ため， 大学の教員組織の在り方について見直しを行う必要。
【大学】
学士課程…教養教育や専門教育等の在り方を総合的に見直して再構築。
また， 多様で質の高い教育の展開のため， 教養教育と専門基礎教育を中心に
主専攻・副専攻を組み合わせた総合的教養教育型や専門教育完成型など様々な
個性・特色を持つものに分化。
【大学院】
大学院全体…課程制大学院制度の趣旨を踏まえた大学院教育の実質化。
修士課程・博士課程…体系的な教育課程の美施による充実。
専門職学位課程…各種の専門職大学院の創設篇拡充等。
【短期大学】
短期大学の課程…課程の修了を学位取得に結び付けるよう制度改正。
【高等専門学校】
単位計算方法の改善。
【専門学校】
一定の要件を満たす専門学校の卒業者への大学院入学資格の付与。
○ 国公私立大学それぞれの特色ある発展と高等教育全体の活性化が重要。
ｌｖご高等教育の発展を目指した社会の役割ｌ
ｏ 高等教育への公財政支出の拡充と民間資金の積極的導入に努める必要。
０ 高等教育への公的支出を欧米諸国並みに近づけてい〈よう， 最大限の努力が必要。
その際， 厳しい財政状況や高等教育への社会の負託をも踏まえつつ， 国民 （＝納
税者） の理解を得られるよう説明責任を十分果たしていく必要。
０ △‘ の 繍品土煙は 玉 翰・玉際鮪な＊癒戯翰環簿の で 女官埜製ｈ宏激闘が持
つ多様な機能 （個性 特色） に応じた形に移行。
機関補助と個人補助の適切なバランス
基盤的経費助成と競争的資源配分の有効な組み合わせ
多様な機能に応じた 一 ・で め， やかねブ ンデ ン
や・シスームの構築
→ 国公私の特色ある発展、 質の高い教育・研究に向けた適切な競争
０ 国， 地方公共団体や産業界等を含めた社会全体での取組の重薯性
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【将来像に向けて取り組むべき施策】
　
【将来像の主な内容】に沿って， 将来像の内容を実現するために必要と考えられる
「早急に取り組むべき重点施策」等について提言。
１早急に取り組むべき重点施策（「１２の提言・）‘
① 高等教育の量的変化の動向についての関連施策
－ 人材養成に関する社会のニーズへの対応
－ 各高等教育機関の経営の改善
② 高等教育の多様な機能と個性・特色の明確化についての関連施策
－ 入学者選抜・教育課程の改善， 「出口管理」 の強化
－ 留学生交流の促進・充実
③ 高等教育の質の保証についての関連施策
一 大学等の設置認可や認証評価等における審査内容や視点の明確化
④ 各高等教育機関の在り方についての関連施策
－ 教養教育や専門教育等の総合的な充実
一 大学院教育の実質化
一 世界トップクラスの大学院の形成
一 助教授・助手の位置付けを含めた教員組織の活性化
⑤ 高等教育の発展を目指した社会の役割についての関連施策
－ 高等教育への支援の拡充
－ 多元的できめ細やかなファンディング・システムの構築
－ 学生支援の充実・体系化
等
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「我が国の高等教育の将来像（答申）」の
「早急に取り組むべき重点施策（「１２の提言」）」に関する取組状況
１．人材養成に関する社会のニーズへの対応
　
分野ごとの人材養成に関する需要を的確に把握するとともに，人材養成に関する高等教育
機関側と産業界側等との対話・協議の場の設定等を通じて，社会のニーズと高等教育の適切
な対応関係を確保する必要がある。その際，迅速かつ機動的な政策手法の活用に留意すべ
きである。
一 ３月２５日に「教員養成系学部等の入学定員の在り方に関する調査研究協力者会議」が「教
員分野に係る大学等の設置又は収容定員増に関する抑制方針の取り扱いについて（報告）」
を取りまとめ。３月３１日に関係の告示を改正。４月１日より施行。
２．各高等教育機関の経営の改善
各高等教育機関が自ら行う経営改善のための努力を支援する必要がある。また，経営状
況の悪化した機関への対応策の充実を図るため，関係機関の協力体制を作っておく必要があ
る。
一 ５月１６日に「高等教育局私立大学経営支援プロジェクトチーム」が「経営困難な学校法人
への対応方針」を公表。
３．入学者選抜・教育課程の改善，「出口管理」の強化
大学・短期大学への進学率が約５０％に達し，高等専門学校や専門学校を加えた進学率が
約７５％に達している状況を踏まえ， 各高等教育機関の個性・特色の明確化を通じた機能別分
化を促進すべきである。特に，各機関ごとのアドミッ・おン・ポリシ （ー入学者選抜の改善），か」キュラム・ポリシ （ー教育課程の改善），ディプロマ・ポリシ （ー「出口管理」の強化）の明確化を支
援する必要がある。
一 取組事例の調査（平成１７年度～）や情報提供等を通じて、各大学の自主的な取組を一層
支援。また、「大学への早期入学及び高等学校・大学間の接続の改善に関する協議会」を設
置。
４．留学生交流の促進・充実
留学生交流を一層促進・充実するため，留学生の質の確保，在籍管理の徹底をはじめとす
る受入体制の充実，渡日前から帰国後に至る体系的な留学生支援体制の充実，卒業後の活
躍の場の拡大等を総合的に推進する必要がある。
→ 各高等教育機関宛てに、留学生の質を確保するため、適切な入学者選抜の実施や在籍管
理の強化を求める通知を平成１７年１月３１日付けで発出するなど、留学生の質の確保のため
の施策を推進。また、留学生受入れを支援するため、引き続き、国費留学生受入れの充実と
ともに、学習奨励費など私費留学生に対する支援の充実を推進。
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５．大学等の設置認可や認証評価等における審査内容や視点の明確化
事前・事後の評価の適切な役割分担と協調による質の保証に関し，大学等の設置認可や
認証評価等における審査の内容や視点の明確化を図る必要がある。（例えば，学位授与機
関たる大学にふさわしい教員組織，学問分野に応じた十分な学問的経歴等を有する教員（研
究者教員）の配置，「専任教員」の教育・研究や管理運営上の責任，「実務家教員」の実績評
価方法，教養教育の実施方針の明示，設置後の学校法人の経営状況など）
一 今後、事前・事後の評価の適切な役割分担と協調などの観点から、関係規定の改正等も含
めた検討（例えば、専任教員の要件の明確化等）を進める予定。
６．教養教育や専門教育等の総合的な充実
教養教育や専門教育等の在り方の総合的な見直しを通じて，「２１世紀型市民」の育成を目
指し， 多様で質の高い学士課程教育を実現する。このため， 充実した教養教育の実施や分野
ごとのコア・カリキュラムの策定等を支援する必要がある。
一 特色ＧＰ・現代ＧＰ等の支援策の充実を通じて、国公私立を通じた競争的環境の下で、各大
学の特色ある優れた教育の取組を選定・支援し、広く情報提供することにより、高等教育全体
の更なる活性化を推進。
７．大学院教育の実質化
体系的な教育課程の実施による充実した大学院教育の実現を支援すべきである。また 大
学院教育の実質化のための将来計画を策定するなどにより，大学院における教育の課程の
組織的展開の強化を図る必要がある。
８．世界トップクラスのへ幽瞳Ｈのｍ形成
大学の選択に基づく機能別分化を促進する中で，世界的研究・教育拠点の形成を支援し，
トップクラスの大学院を目指す必要がある。
一 平成 １７ 年度より新規に、大学院における意欲的かつ独創的な教育の取組を重点的に支
援する「『魅力ある大学院教育』イニシアチブ」事業を開始。なお、本事業の充実及びいわゆる
「ポストＣＯＥプログラム」の具体化を含む、大学院教育の課程の組織的展開の強化方策や、
国際的な通用性・信頼性の向上を目指した大学院教育の総合的・体系的な展開方策等につ
いて、大学院部会で引き続き検討。
〔
（参考） ４月８日に「科学技術・学術審議会基本計画特別委員会」が「第３期科学技術基本計画の重要政 〕策」を中間的に取りまとめ。
９．助教授・助手の位置付けを含めた教員組織の活性化
教育・研究を組織的に展開するとともに若手教員が自らの資質・能力を十分に発揮して活
躍できるよう，助教授・助手の位置付けを含めた教員組織の見直しによる活性化を図る必要
がある。
一 ３月１日に、助教授・助手に関する制度の見直し（や短期大学卒業者への学位授与）等を内
容とする「学校教育法の一部を改正する法律案」を今国会へ提出。
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１０．高等教育への支援の拡充
　
高等教育への公財政支出の拡充と民間資金の積極的導入を図るべきである。特に，教育基本法及び教育振興の在り方の検討を見据えつつ，欧米並みの公的支出に近づける努力が
必要である。
１１．多元的できめ細やかなファンディング・システムの構築
高等教育への財政的支援は，国内的のみならず国際的な競争的環境の中で高等教育機
関が持つ多様な機能に応じた形に移行し，機関補助と個人補助の適切なバランス，基盤的経費助成と競争的資源配分を有効に組み合わせること（デュアル・サポート）により， 多元的できめ細やかなファンディング・システムの構築を図る必要がある。・国立大学支援 ・私立大学支援 ・公立大学支援
・国公私を通じた競争的・重点的支援 ・競争的資源配分 ・学生支援
一 教育・研究組織の存立を支える基盤的経費を確保するとともに、多様な機能に応じた国公私立を通じた競争的な資源配分を充実。さら『二 機関補助とあわせて、奨学金等による個人に対する支援を推進。
１２．学生支援の充実・体系化
高等教育を受ける機会を実質的に保障して「ユニバーサル・アクセス」を実現する見地か
ら， 学生の多様な需要や社会的要請を踏まえつつ，学生に対する効果的な経済的支援のた
めの関連施策の充実・体系化を図る必要がある。特に，大学院レベルでの国際的に有為な人材の育成に留意すべきである。
→ 引き続き、高等教育を受ける意欲と能力のある個人に対する経済的側面からの支援を一層
推進するため、奨学金事業等の更なる充実を推進。
１８
経営困難な学校法人への対応方針について（案）（概要）
－経営分析の実施と学生に対するセーフティネットの考え方一
争決算警
◆運営調査委員
による実地調査
卒業までの闇
授業継続をー
　
　　　　　　　　　
　　惚Ｌ
文部科学省高等教育局
私立大学経営支援プロジェクトチーム
１ 学校法人の経営基盤の強化は各学校法人が自らの責任
学生転学支援プロダ乏ム
ゑ大学と纂件
私立学校をめぐる厳しい経営環境
（入学定員を充足していない学校が大学の
約３０％．短大の約４０％）
（単年度の収入で支出をまかなえない学校
法人も約３０％）
拳入学金等減免、既修得単位
の認定等の協力要請
参奨学金に係る配慮
・転学後でも奨学金の継続
・緊急採用奨学金制度の活用
導受入大学等に対する支援
俊転学生の定員上の取扱い
・私大経常費補助の増額等
・授業料の減免等に対する助成
・私学事業団からの融資
巻転学に関する情報提供等
命学籍簿め管理
＠東灘霊園
①
１経緯ｌ ＜大学の教員組織の在り方について＞
一
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現行制度
学校教育法上の職の
種類と職名４職務内容
助 教 授
　　　　
????
?????
１■■■■■■■■■１■１■■■■１１■■■■■■１■■■１Ｅ篇篇轟嫌■１１細■－■
講座制・学科自制を例示し、その …
内容を詳細に規定
■
囲いの中の色の意味
□禁室覇が教育研
□蓋端麗欄研
□豪儀髭禦箇
学校教育法上の職の
新しい制度種類と職名・職務内容
（同 上）
例えば、博士課程修了後、ＰＤを
経た者などを想定
１■■■■■■■■■■■■■１‐■■■■■■■■■■●■■１１●●１鵬鵬篇鵬鵬■■■■■■■■■■■１■欄１■１■■■欄
（講座制蟻学科目制に関する諸規定を削除して） －
各教員の役割の分担及び連携の組織的な体制 …
の確保や責任の明確化についての規定を新設 ；■■■■■■■■■■■■－１１■■■■■欄櫛■■■１■■員■■■■■■鴛１■■■■■糞篇■■■■■■■■－■１■１欄
???????ー
???．?
Ｑ杢成１５年１１月～平成１７年１月
中教審の「大学の教員組織の在り方に関する検
討委員会」等で検討
Ｑ平成，７年，月
く；＞
「我が国の高等教育の将来像」において答申
職を囲む線種の意味
必ず置かなければなら
ない職
基本的には置かなけれ
ばならないが、教育研究
組織として適切な場合は
置かないことができる職
大学の判断により置くか
どうかを決めることがで
各大学の判断により、例えば、主
任助手等の職を設けることや専門
性の高い職務を担う職との間で人
事交流を行うことも考えられる。
助 手
園鰐華麗〕
Ｑ平成８年 大学審議会答申
助手の職務内容、名称の見直しを含
めた早期検討が必要
に教授立　　　
庄司　　 　　　
Ｑ平灰１３年１ば箆
一期）鰹学ぼ技術基本計画
助教授・助手の位置付けの見直しを図る
助教授義助手の位置付けをはじめ教員組
織の在り方について検討
［ 助手ｄ　　　 　　　
馨関?
?
教 授
繊麗ｉＨ墓鮮麗ょ〕
准 教 授
ぐ′，◆争叫ｔ．・◆ｔゑ”ｔ◆◆”ナ◆ｔ・’等・，な，ｉ 優れた知識き
， 能力及び嚢１ （同 上）１繍を有する ｉ
ｉ 者 ｌ
